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１．はじめに 
 

１．１．調査の背景 

 

施設園芸は、１年を通じて新鮮な野菜を消費者に供給するために必要不可欠なものとなっ

ている。しかし、近年施設園芸農家数は高齢化の進展などにより減少しているほか、温室の

設置面積も平成 13 年には 53,516ha あったものが平成 26 年には 43,232ha に減少しており、

また、農家数も減ってきている。 

今後野菜などの安定供給を確保するためには、施設園芸における高度な環境制御技術の導

入を推進し、生産性向上を図る必要がある。 

このような中、ICT などを活用した高度な環境制御により野菜などの周年・計画生産を実現

に加え、地域資源エネルギーの利用や施設の大規模な集積を図る次世代施設園芸をはじめと

する大規模な施設園芸や植物工場は、 

①経験や勘だけに頼らない、環境や生育データに基づく周年・計画生産の実現、 

②地域の雇用と所得の創出、 

③ICT や経営管理などの活用や民間企業の農業参入、 

といった観点から、大きな関心と期待を集めている。 

 

 

１．２．調査の目的 

 

本報告書は、農林水産省が進める「平成 29 年度 次世代施設園芸地域展開促進事業（全国

推進事業）」の一部として実施した、大規模施設園芸及び植物工場に関する以下の 2 つの調査

結果をまとめたものである。 

●大規模施設園芸及び植物工場の全国実態調査 

●大規模施設園芸及び植物工場の事例調査 

 全国実態調査は、環境制御された施設園芸及び植物工場の事業者を対象に、平成 20年度か

ら実施されているアンケート調査で、事業者の収益や課題などについて把握している。 

 また、事例調査は、大規模施設園芸や植物工場の一部事業者や、その支援を行っている自

治体に対してヒアリング調査を行い、先進的な取り組みや、創意工夫について取りまとめた

ものである。 

いずれの調査においても、生産面及び経営面で直面する課題の克服や目標の達成に向けて

挑戦を続けている姿が見えるものであり、この結果が今後新たに大規模施設園芸や植物工場

に取り組もうと考えている農業者や事業者、地方公共団体など、施設園芸関係者の参考にな

れば幸いである。 

 

なお、本調査は、株式会社三菱総合研究所に委託して実施した。各事例に記載されている

内容は平成 29 年度の取材時のものであり、その後、新たな取り組みが行われている場合もあ

り得ることを申し添える。 
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１．３．高度環境制御施設及び植物工場とは 

 

高度に環境制御をしている施設園芸及び植物工場とは、施設内で植物の生育環境（光、温

度、湿度、二酸化炭素濃度、養分、水分など）を制御して栽培を行う施設園芸のうち、一定の

気密性を保持した施設内で、環境及び生育のモニタリングに基づく高度な環境制御と生育予

測を行うことにより、季節や天候に左右されずに野菜などの植物を計画的かつ安定的に生産

できる栽培施設のことである。 

本報告では、これらの栽培施設を太陽光型、太陽光・人工光併用型、人工光型と分類して

いる 

●太陽光型 

温室などの半閉鎖環境で太陽光の利用を基本として、環境を高度に制御して周年・計画生

産を行う施設で、人工光による補光をしていない施設。 

なお、栽培施設面積が概ね 1ha 以上の太陽光型の施設とした。 

●太陽光・人工光併用型 

温室などの半閉鎖環境で太陽光の利用を基本として、環境を高度に制御して周年・計画生

産を行う施設で、特に人工光によって夜間など一定期間補光している施設。 

●人工光型 

太陽光を使わずに閉鎖された施設で人工光を利用し、高度に環境を制御して周年・計画生

産を行う施設。 

 

  



3 

２．大規模施設園芸及び植物工場の全国実態調査 
２．１．調査の概要 

（１） 調査・分析の視点 

 今回の調査では、次世代型施設園芸の普及推進に向けて、「施設園芸・植物工場でいかにして収

益向上を図るか」という経営の観点から、施設の設計に関する実態や、生産管理・品質管理（生

産面での工夫や GAP 取得の状況）、生産性や労働投入量、コスト構造等の切り口から分析を行う。 

なお、収支分析やコスト構造分析においては、栽培規模や労働生産性等の観点からクロス分析

することで、より詳細な考察を行う。 

 

（２） 実施方法 

調査票配布先は、各種新聞やニュースリリースで得た情報のほか、一般社団法人日本施設

園芸協会、農林水産省地方農政局、及び内閣府沖縄総合事務局農林水産部の協力を得て収集

した情報をもとに抽出した事業者に対し、調査票を郵送またはメール添付で計 529 票を配布

し、121 票を回収、102 票の有効回答（有効回答率 19.3%）を得た。 

なお、各設問は当該質問への有効回答をもとに集計しているため、設問ごとに集計母数（以

下、N値）が異なる。また回答割合は、小数点以下を四捨五入しているため、合計が 100％に

ならない場合がある。 

 

図表 ２-1 回収結果 

対  象 全国の植物工場及び大規模施設園芸事業者 

調査期間 平成 29年 8 月から平成 29 年 11 月 

発送数 529 票（うち、郵送 501 票、メール添付 28 票） 

回収数 121 票（うち集計対象外 2票、太陽光概ね 1ha 未満 17 票） 

有効回答数 102 票（うち操業中は 96 件） 

有効回答率 19.3% 
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２．２．結果の概要 

（１）回答事業者の施設及び組織について 

 ①施設の形態 

アンケートで有効回答を得た施設形態は、太陽光型（47%）、人工光（37%）、太陽光・人工光

併用型が（16%）の順に多かった。 

 

図表 ２-2 施設形態 

 

注：図中の数字は割合を、かっこ（）内の数字は回答実数を記載。以下同じ 
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 ②組織の形態 

 

組織形態は、全体では株式会社が 45％で最も多く、次いで農地所有適格法人及び農業者（以

下、農業者）が合計 39％となっている。 

 

図表 ２-3 組織形態 

 
 

組織形態を施設形態ごとに見ると、まず太陽光型では農業者が 65％を占め、次いで株式会

社が 28％を占めている。太陽光型の施設は農地に立地することが多く、農業者であれば農地

を活用しやすいためと思われる。 

また、太陽光・人工光併用型では株式会社が 46％を占め、次いで農業者が 31％となってい

る。 

人工光型では株式会社の割合が最も高く 65％を占め、次いでその他の事業主体が 24％、農

業者が 11％となっている。これは人工光型では企業が新規事業として農業参入する際に、自

社有地などの農地以外に施設を整備する例があり、農地を保有する必要性が、太陽光型や地

要項・人工光併用型に比べて相対的に低いためと推察される。 

なお、その他の事業主体の内訳は、主に社会福祉法人や NPO 法人、有限会社、合同会社、

JA や市の外郭団体等であった。 
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なお、平成 27 年度の調査では、農業者と株式会社の割合がそれぞれ 31%, 49%、平成 28年

度では 39%, 49%と、農地所有適格法人・農業者の割合が高まっている。これは主に太陽光利

用型において農業者の参入が増加していることによる。 

 

図表 ２-4 組織形態の時系列比較 
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 ③栽培開始年 

 

栽培開始年は、全体では 2010 年～2014 年が 32 ％を占め、最も多い。次いで 2015 年以降

が 25％となっており、両者を併せて 2010 年以降の開始年が 57％を占めている。平成 27 年度

の調査では、2010 年以降に栽培を開始した施設が 49.3%（37 件）であり近年の参入事業者の

増加がうかがえる。 

さらに施設形態ごとの詳細を見ると、太陽光型は 2010 年～2014 年が 27％を占め、2015 年

以降が 25％と、2010 年以降が 52％を占める。これは主として近年、農林水産省の政策などに

より、施設園芸において農地の集約や大規模化への動きが成果を上げているのと同時に、生

産技術やノウハウの蓄積により、大規模施設園芸の運営を始める農業者が増えている傾向が

続いているためと推察される。 

太陽光・人工光併用型は、2010 以降に栽培開始した施設の割合が合計で 38%と、他の施設

形態に比べて、栽培開始年の新しい施設の割合が低いのに対して、1999 年以前に栽培開始し

た施設の割合が合計で 30％となっており、他の施設形態と比べて長い期間運営している施設

割合が多い。 

人工光型では 2010 年～2014 年の割合が 42％、2015 年以降が 28％であり、施設の 7 割が設

立後 20 年に満たず、比較的新しい施設の割合が、他の施設形態に比べて多い。 

 

図表 ２-5 栽培開始年 
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 ④栽培品目 

 

栽培品目は、全体で果菜類が 43％と最も多く、次いでレタス類が 39％となっている。 

太陽光型では果菜類の割合は 78％と最も多く、具体的には主にトマト（大玉・ミニ）やパプリ

カなどが中心となっている。 

太陽光・人工光併用型では、レタス類と果菜類が共に 29％であり、次いでハーブ、花きがそれ

ぞれ 14％となっている。 

人工光利用型では、レタス類を栽培している割合が 83％と最も高く、多くの事業者が葉菜類の

なかでもレタス栽培に集中していることがわかる。 

 

図表 ２-6 主な栽培品目 
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 ⑤栽培用施設面積・栽培実面積 

 

栽培用施設面積の割合では、太陽光型については、調査対象を概ね 10,000 ㎡以上として調

査しているため 5,000 ㎡未満の施設はなく、10,000～20,000 ㎡が 42％、20,000～40,000 ㎡

が 23％、40,000 ㎡以上が 23％と大規模施設の割合が高い。なお、40,000 ㎡以上の大半は、

次世代施設園芸拠点である。 

太陽光・人工光併用型では、1,000～5,000 ㎡が 58％と最も多く、次いで 10,000～20,000 ㎡

が 17％となっている。 

人工光型では 500 ㎡未満が 50％、500～1000 ㎡が 31%を占め、栽培用施設面積では比較的

小さい施設が多い。 

各施設形態の栽培用施設面積の平均を取ると、太陽光型が 25,975 ㎡、太陽光･人工光併用

型が 12,215 ㎡、人工光型が 793 ㎡であった。 

なお、栽培用施設のうち、実際に作物の栽培を行っている区画の面積としての「栽培実面

積」についても別途集計をしている。各施設形態の平均値を取ると、太陽光型が 19,573 ㎡、

太陽光･人工光併用型が 27,372 ㎡、人工光型が 1,837 ㎡であった。一般に、栽培区画の面積

は施設全体の床面積より小さくなるものであるが、太陽光・人工光併用型や人工光型におい

て栽培実面積の平均値が施設面積の平均値を上回っているのは、多段式栽培などを行ってい

る施設があるためと考えられる。 

 

図表 ２-7 栽培用施設面積 
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また、それぞれの施設形態について、栽培施設面積の平均値の推移を見ると、平成 27 年は

太陽光型が 20,149 ㎡、太陽光･人工光型が 10,376 ㎡、人工光型が 2,932 ㎡、平成 28 年は太

陽光型が 19,559 ㎡、太陽光･人工光型が 12,743 ㎡、人工光型が 936 ㎡であった。栽培施設面

積の平均が上昇または横ばい傾向を示している太陽光型や太陽光・人工光併用型に対し、人

工光型の平均値が減少傾向を示しているのは、主に回答施設のサンプルによるためであるが、

あくまで参考値として示している。 

 

図表 ２-8 平均栽培施設面積の推移 

 
 

  

20,149 19,559 

25,975 

10,376 
12,743 12,215 

2,932 
936 793 

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

平成27年 平成28年 平成29年

（㎡）

太陽光型 太陽光・人工光併用型 人工光型



11 

 ⑥施設・設備の設計 

施設や設備の設計に関しては、事業者が目指す経営や生産計画に対して、施設や設備の設計が

整合しておらず、オーバースペックになっている、予定通りの性能を発揮しない等の課題が指摘

されている。そこで、まず各施設・設備の設計や施工管理の実施主体を把握した上で、施設･設備

の設計や運営における課題点を分析する。 

 

まず、施設形態別に設計･施工管理の主体を集計すると、太陽光型、太陽光・人工光併用型の栽

培形態に関しては、8～9割程度がハウスメーカーや各設備メーカーへの委託より行われているこ

とがわかる。 

人工光型に関しては、44％が自社で設計・施工管理を行っており、他の栽培形態と比較して割

合が高い。また、各栽培形態に共通して、外部のエンジニアリング会社に対して別途設計・施工

管理を委託した施設が 1割前後ある。 

 

図表 ２-9 施設・設備全体の設計・施工管理会社 
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また、各事業者に対して施設・設備の設計・施工管理に関連して、現在の営農で困っているこ

とを聞いたところ、以下のように、当初計画していた性能を十分発揮できていないといったコメ

ントが複数寄せられた。 

 

図表 ２-10 施設・設備の設計・施工管理に関連して、現在の営農で困っていること 

主な困りごとの内容（回答のあった施設形態） 

 主要機械が海外製の場合、修理に時間がかかる。（太陽光型） 

 アフターフォローが不十分である。（太陽光型） 

 設計能力が弱く、計画性能の発揮がない。（太陽光型・人工光型） 

 設備・機器の故障がある（太陽光型） 

 仕様（要求事項）と設計との間に齟齬がある。（人工光型） 

 温度・湿度の管理に手間が掛かる。（人工光型） 

 ランニングコストとしてメーカー純正のパーツしか使えずコストがかかる。（人工光型） 
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 ⑦雇用者数 

 

施設におけるフルタイム雇用者数及びパート雇用者を見ると、フルタイム雇用者は全体で

は 1～5人が 52％と最も多い。施設形態別に見ると、太陽光型、太陽光・人工光併用型、人工

光型の順に正規雇用者が少なくなる傾向にあり、施設あたり正規雇用者数の平均はそれぞれ

12 人、11人、5人であった。 

主に単純作業を担うと考えられる、パート雇用者に関しては、全体では 20～50 人未満が

34%と最も多く、施設あたりパート雇用者数の平均は太陽光型で 28 人、太陽光・人工光併用

型で 30 人、人工光型で 14 人であった。 

一方、ピーク時の期間雇用者数を見ると、全体では 20～50 人が 25％で最も多かった。 

 

図表 ２-11 フルタイム雇用 

 
 

図表 ２-12 パート雇用 
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図表 ２-13 期間雇用（ピーク時） 
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さらに、太陽光型及び太陽光人工光併用型について、栽培実面積 10a 当たり雇用者数（フ

ルタイム・パート合計）を計算し、その分布を見ると以下の通りである。 

主にトマト類の栽培が多い太陽光型については、10a 当たり 2 人未満の雇用者数の施設が

およそ半分の 56％を、太陽光･人工光併用型においても 42%を占める。 

 

図表 ２-14 栽培実面積当たり雇用者数（フルタイム・パート合計） 

太陽光型 

 
太陽光・人工光併用型 
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（２）生産量及び生産・品質管理における取り組み 

 ①品目ごとの生産量概況 

 品目別・施設形態別の生産量の分析として、太陽光型において大半を占めるトマト類、及び人

工光型において大半を占めるレタス類に関して、それぞれの栽培実面積及び年間生産量を分析す

る。 

 まず、太陽光型のトマト栽培に関して、栽培実面積の分布を見ると、回答施設の 77％が 10,000

㎡（1ha）以上となっている。また年間生産量は 75％が 200 トン以上で、施設当たりの平均年間生

産量は 692 トンである。なお、栽培期間に関しては、人工光型トマト栽培施設の 88％（23件）が

通年栽培であった。 

さらに、トマトの種類を大玉トマトとミニトマトに分けた上で、栽培実面積 10a 当たりの生産

量を計算すると、図表 ２-17 のような分布となり、全体の平均は大玉トマトが 30［トン/10a］、

ミニトマトが 14［トン/10a］であった。 

 

図表 ２-15 太陽光型トマト栽培施設の栽培実面積 

 
 

図表 ２-16 太陽光型トマト栽培施設の年間生産量 
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図表 ２-17 太陽光型トマト栽培施設栽培実面積当たり収穫量（大玉・ミニ別） 
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 続いて、人工光型のレタス類栽培に関して栽培実面積を見ると、回答施設の約半数が 500 ㎡未

満であり、5,000 ㎡までの規模で 9 割以上を占める。また年間生産量は半数以上が 20t 未満で、

施設当たりの平均年間生産量は 52トンである。なお、栽培期間に関しては、全ての人工光型レタ

ス栽培施設が通年栽培を行っていた。 

 さらに、人工光型のレタス栽培についても栽培実面積 10a 当たりの収穫量を計算すると、図表 

２-20 のような分布となり、全体の平均は 28［トン/10a］であった。 

 

図表 ２-18 人工光型レタス栽培施設の栽培実面積 

 
 

図表 ２-19 人工光型レタス栽培施設の年間生産量 
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図表 ２-20 人工光型レタス栽培施設の栽培実面積当たり収穫量 

 
 

 ②GAP 取得の状況 

 

 GAP（グローバル GAP（GGAP）、JGAP、都道府県 GAP）の取得状況を見ると、それぞれの GAP につ

いて、回答のあった事業者の 1割前後が取得している。取得検討中の事業者まで含めた割合を GAP

ごとに見ると、JGAP における回答率が最も高く（52%）、次いで GGAP（31%）、都道府県 GAP（19%）

であった。取得対象としては JGAP が選択肢の最上位になっていることがわかる。 

なお、取得及び取得検討中の理由としては、「取引先からの要請」、「食の安全の観点から販売時

に必要」、「農場運営の工程管理における自社のレベルアップのため」といった回答があり、流通

側からの一定のニーズが出てきていることや、GAP の導入が施設運営における強みとなることが

示唆されている。 

 

図表 ２-21  GAP 取得済み、取得検討中、取得予定なしの事業者割合 
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（３）収支分析 

 

 ①全体の収支状況 

 

収支状況について、全体では黒字と収支均衡の合計が 55％を占め、赤字との回答が 45％と

なっていることから、経営的には黒字か収支均衡している事業者が多いことがわかる。 

太陽光型は、さらに黒字か収支均衡している割合が 61％、太陽光・人工光併用型では 71％

と、全体平均を上回る結果であることから、植物工場の経営面でも安定した経営が実現して

いることがうかがえる。一方で、人工光型では黒字か収支均衡の割合が 42％となっている。 

 

図表 ２-22 直近の決算 

 
 

 

これらの収支状況について、以下では、経営規模等の観点からその要因を考察する。 
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 ②営農規模別の収支状況 

 

栽培実面積ごとに収支状況を見ると、サンプル数が十分でないためばらつきが見られるが、

全体として栽培実面積が大きいほど黒字・収支均衡の割合が高くなる傾向にあることがわか

る。 

図表 ２-23 栽培実面積別決算（太陽光型） 

 
 
 

図表 ２-24 栽培実面積別決算（太陽光・人工光併用型） 
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図表 ２-25 栽培実面積別決算（人工光型） 

 
 

 ③栽培開始時期別の収支状況 

 

施設形態全体について、施設の決算状況を栽培開始年ごとに見ると、黒字化している施設は、

1994 年以前から栽培開始した施設では 71％、2000～2004 年に栽培開始した施設では 78％、2005

～2009 年では 50％などとなっているのに対し、2010 年以降の施設では 20％に留まり、赤字との

回答が 53％となっている。 

このことから、2010 年以降と以前とで赤字施設の割合が改善していることがわかる。その要因

として、経験を重ねることで栽培技術や経営ノウハウの蓄積・向上が進むことに加え、ハウスや

各種設備等の償却期間が 5～14 年であるため、減価償却費が減少すること等が考えられる。 

 

図表 ２-26 栽培開始年別決算（全体） 
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 ④雇用者一人当たり収穫量別の収支状況 

 

労働生産性の一つの指標として（フルタイム・パート）雇用者一人当たりの収穫量、及びそれ

に応じた収支状況を分析する。なお本来は栽培形態・品目ごとに分析を行うべきであるが、サン

プル数の確保のため、人工光型におけるレタス栽培を対象として分析を行う。 

まず、雇用者あたり収穫量の分布を見ると、59%の施設において雇用者一人当たり収穫量が 2ト

ン未満であり、2~4［トン/人］が 26％で続いている。また 4［トン/人］以上を生産する施設も 15％

いる。なお、人工光型レタス栽培における雇用者一人当たり収穫量の全体平均は、3［トン/人］

であった。 

これらの労働生産性の各階級で収支状況を見ると、雇用者一人当たりの収穫量が 2 トンを境目

に収支状況が大きく改善していることがわかる。 

 

図表 ２-27 雇用者数当たり収穫量（人工光型レタス栽培） 

 
 

図表 ２-28 雇用者数当たり収穫量別決算（人工光型レタス栽培） 
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 ⑤黒字化のための生産面における工夫 

 

事業者が黒字化を図るための取り組みとして、黒字事業者に生産面でどのような工夫を行って

いるかを自由回答で聞いた。 

栽培時期の延長や収穫量増加のためには、 

「二酸化炭素の施用」 

「高度環境制度の活用」 

「栽培技術のコンサルタントの活用」 

「高収量品種の導入」 

などに取り組んでいるといった回答があった。 

特に二酸化炭素の施用については、黒字事業者の 46％（黒字事業者 35 件中 16件。内訳は、太

陽光型 10件、太陽光･人工光併用型 4件、人工光型 2件）が導入していた。 

同様に、計画通りの収穫を行うための工夫としては、 

「生長データや環境データ等のモニタリング・活用に関する取り組み」（35件中 13件。内訳は、

太陽光型 9件、太陽光･人工光併用型 3件、人工光型 1件）、 

「作業の標準化や作業工程の改良」（35件中 9件。内訳は、太陽光型 5件、人工光型 4件） 

と回答する事業があった。 
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 ⑥生産面における課題 

 

事業者が直面する生産面での課題について分析すると以下の通りである。 

 まず、黒字及び収支均衡事業者と赤字事業者共に見られる傾向として、太陽光型や太陽光・人

工光併用型の方が、人工光型よりも、収量の安定（青色の棒グラフ）や労務管理面（緑色の棒グ

ラフ）での課題を有していると回答する事業者の割合が多い。 

これは、前者の方が日照量の変動に伴う作業負荷の季節変動により、収穫量の安定化や適切な

労務管理が難しくなるためと考えられる。また、人工光型と比較しても規模が大きいため、施設

全体の収穫量や雇用者も多くなることも要因として考えられる。 

 続いて、人工光型について、黒字・収支均衡事業者と赤字事業者の間で、生産面における経営

上の課題を比較する。 

まず両者共に栽培技術の向上（灰色の棒グラフ）を課題として選択する割合が最も高い。 

一方で、それに次ぐ課題として、赤字段階では収量の安定（青色の棒グラフ）が課題視され、

品質の安定（オレンジ色の棒グラフ）や労務管理（緑色の棒グラフ）は相対的に回答率が低いが、

黒字段階ではその傾向が逆転している。 

事業開始時の赤字段階ではまず技術の習得とそれによる収量の安定が課題であり、事業が軌道

に乗ってきた段階で、収量の安定から品質の安定や労務管理が次の課題になってくるものと考え

られる。 

図表 ２-29 生産面での経営上の課題（黒字・収支均衡事業者） 
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図表 ２-30 生産面での経営上の課題（赤字事業者） 
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 ⑦（参考）コスト構造分析（全体概要） 

収益性を分析する際は、収支の要因となる売上及び費用の両面から分析することが重要である

が、今年度調査においては、事業者のコスト構造からの分析を行う。 

まず、全体概要として、コスト構造に関して、費目別のコスト比率を見ると、各栽培形態通し

て人件費が最も高く 34～38％を占める。 

また、人工光型については、光熱水道費の占める割合が 27％に及び、太陽光型や太陽光・人工

光併用型と比較しても高く、電気代コストが他の栽培形態と比較してコスト要因になっているこ

とがわかる。 

なお、「その他」の費目としては、主に土地代や保険代、外注費、広告費、販管費などの回答が

あった。 

図表 ２-31 コスト比率 

 
 
 

 ⑧（参考）コスト構造分析（栽培年数別のコスト構造） 

続いて、栽培年数別にコスト比率を比較すると、減価償却費に関して、年数が経過するにつれ

て割合が減少する傾向が現れている。 

栽培形態全体の平均を見ると、コスト全体に占める減価償却費の割合は、栽培年数 0～8年の施

設で約 17％、である。 

その一方で、16 年以上経過している施設では約 9％まで減少している。 

「（３）③栽培開始時期別の収支状況」での考察においても見られたように、5～14 年間のハウ

ス及び各種設備等の償却期間を終えたことで、実際に減価償却費の負担が減少していることがわ

かる。 

なお、栽培年数 9～15 年の太陽光・人工光併用型施設において、その他コストの割合が他の施

設形態と比較して高くなっている。サンプル数が少ないため明確な考察は難しいが、具体的な費

目としては手数料や修繕費等であった。 

図表 ２-32 栽培年数別コスト比率 

 
  

（単位:%）

全体 太陽光型
太陽光・人
工光併用型

人工光型

回答数 80 38 10 32

人件費（平均） 35.3 34.2 38.2 35.8

光熱水道費（平均） 20.0 15.5 13.3 27.4

減価償却費（平均） 13.8 12.2 12.5 16.1

種苗・資材費（平均） 14.0 18.0 14.7 8.7

物流・輸送費（平均） 8.8 9.0 8.4 8.7

その他（平均） 12.4 13.6 13.8 9.9

（単位:%）

栽培年数 0～8年 9～15年 16年以上 0～8年 9～15年 16年以上 0～8年 9～15年 16年以上 0～8年 9～15年 16年以上

回答数 47 13 17 20 8 9 4 2 3 23 3 5

人件費（平均） 35.4 38.3 32.3 33.0 34.5 35.6 49.3 35.5 24.7 35.1 50.0 31.1

光熱水道費（平均） 20.7 17.9 21.4 14.5 17.0 17.8 8.8 13.0 20.7 28.2 23.3 28.3

減価償却費（平均） 16.9 9.3 9.2 15.5 8.5 8.3 21.4 6.5 8.3 17.4 13.3 11.4

種苗・資材費（平均） 12.4 17.4 16.5 16.4 21.7 19.0 10.3 12.8 23.3 9.0 9.0 8.0

物流・輸送費（平均） 8.7 5.8 9.2 8.5 6.6 11.0 11.0 2.3 6.0 8.5 6.5 7.8

その他（平均） 11.5 17.7 11.8 13.5 16.6 10.8 7.3 30.0 11.0 9.8 0.0 13.5

全体 太陽光型 太陽光・人工光併用型 人工光型
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 ⑨（参考）コスト構造分析（収支状況別コスト構造） 

収支状況別にコスト比率を比較すると、赤字事業者は光熱水道費の割合が黒字事業者より高い

傾向が見られ、特に人工光型においてその傾向が強いことがわかる。 

特に人工光型の場合、黒字事業者と赤字事業者とで 10ポイント以上の差があり、光源や空調な

どでどれだけ電力を抑えられるかが鍵となることが推測される。 

 

図表 ２-33 決算別コスト比率 

 
 

  

（単位:%）

決算 黒字 赤字 黒字 赤字 黒字 赤字 黒字 赤字

回答数 30 34 20 12 5 2 5 19

人件費（平均） 34.3 34.7 33.7 33.4 31.0 50.5 39.9 34.3

光熱水道費（平均） 15.3 24.1 13.8 19.5 17.6 12.0 18.9 29.7

減価償却費（平均） 11.0 16.5 11.2 12.5 5.6 20.0 15.9 18.1

種苗・資材費（平均） 16.7 12.0 19.2 17.2 15.1 19.5 6.5 8.7

物流・輸送費（平均） 8.9 8.7 9.4 8.0 6.5 10.0 9.5 8.9

その他（平均） 15.7 9.8 14.6 11.4 20.3 6.0 15.8 8.7

全体 太陽光型 太陽光・人工光併用型 人工光型
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３．大規模施設園芸及び植物工場の施設数 
３．１．施設数の推移 

 

実態調査の一環として、高度な環境制御を行う植物工場・大規模施設園芸の施設数を整理

した。本調査の対象は、生産物の販売を目的として運営している事業者とし、太陽光型は施

設面積が概ね 1ha 以上で養液栽培装置を有する大規模施設を対象とした。 

そのため、研究開発や展示のみを目的とした施設や、自家消費用の植物（苗を含む）を生

産している施設は対象としていない。 

なお、施設数は平成 21年 3 月時点から集計しているが、太陽光型は必ずしも網羅的に把握

できていない可能性があり、また平成 28 年度調査から、施設面積が概ね 1ha 以上で養液栽培

装置を有する施設に限定した。 

そのため、施設の規模などが確認できない施設は、リストに掲載しないこととしたため、

参考値としている。 

情報源は、各種新聞やニュースリリース、一般社団法人日本施設園芸協会が持つ情報をも

とに、実態調査の回答者以外についても、原則として平成 30 年 2月末時点での施設整備・操

業準備・状況を想定して整理した。 

これによると、太陽光型は 158 箇所、人工光型は 183 箇所、太陽光・人工光併用型は 32箇

所であった。太陽光型が昨年度から増えているのは、当事業の進展による新規参入事業者も

含まれている。また、昨年同様これまで把握しきれていなかった農業者、事業者について、

全国の地方農政局を通し、都道府県単位で把握しているものも調査することができたためと

思われる。 

人工光型は、実証も含めて小規模に生産、販売していた施設が、施設の更新、メンテナン

スのタイミングを機に栽培を停止しているケースがみられる。 

 

調査時期 太陽光型 
太陽光 

人工光併用型 
人工光型 

平成 30年 2 月時点 158 箇所 ※ 32 箇所 183 箇所 

平成 29年 2 月時点 126 箇所 ※ 31 箇所 197 箇所 

平成 28年 2 月時点 79 箇所 ※ 36 箇所 191 箇所 

平成 27年 3 月時点 195 箇所  33 箇所 185 箇所 

平成 26年 3 月時点 185 箇所  33 箇所 165 箇所 

平成 25年 3 月時点 151 箇所 28 箇所 125 箇所 

平成 24年 3 月時点 83 箇所 21 箇所 106 箇所 

平成 23年 3 月時点 13 箇所 16 箇所 64 箇所 

※ 平成 27 年度以降の「太陽光型」は、施設面積が概ね 1ha 以上で養液栽培装置を有する

施設（大規模施設園芸）に限る。  
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３．２．大規模施設園芸及び植物工場の一覧 

 

◆太陽光型植物工場（大規模施設園芸：概ね 1ha 以上の養液栽培施設） 

No. 都道府県 実施事業者 プラント名称 

1 北海道 株式会社アド・ワン・ファーム 丘珠農場 

2 北海道 株式会社アド・ワン・ファーム 豊浦農場 

3 北海道 株式会社Ｊファーム 苫小牧工場 

4 北海道 株式会社苫東ファーム 次世代施設園芸北海道拠点 

5 北海道 株式会社北海道サラダパプリカ  

6 北海道 株式会社Ｊファーム 札幌工場 

7 北海道 株式会社エア・ウォーター農園  

8 青森県 環境緑花工業株式会社 寒冷地型植物工場 

9 岩手県 農業生産法人ＪＡおおふなとアグリサービス  

10 宮城県 農業生産法人六郷アズーリファーム  

11 宮城県 有限会社サンフレッシュ七つ森 有限会社サンフレッシュ七つ森 

12 宮城県 株式会社未来彩園  

13 宮城県 有限会社サンアグリしわひめ  

14 宮城県 山元いちご農園株式会社 鉄骨ハウス 

15 宮城県 株式会社一苺一笑  

16 宮城県 株式会社ＧＲＡ  

17 宮城県 株式会社みちさき  

18 宮城県 イグナルファーム  

19 宮城県 株式会社サンフレッシュ小泉農園 トマト養液栽培施設 

20 宮城県 南三陸復興組合「華」  

21 宮城県 株式会社スマイルファーム石巻 A 棟 

22 宮城県 株式会社スマイルファーム石巻 C 棟 

23 宮城県 山元いちご農園株式会社 フェンロー型温室 

24 宮城県 株式会社デ・リーフデ北上 次世代施設園芸宮城県拠点 

25 宮城県 株式会社アグリ・パレット  

26 宮城県 株式会社スマイルファーム石巻 B 棟 

27 宮城県 株式会社スマイルファーム石巻 D 棟 

28 山形県 有限会社オキツローズナーセリー  

29 山形県 池田ばら園 切りばら栽培温室 

30 山形県 株式会社平洲農園  

31 福島県 いわき小名浜菜園株式会社 いわき小名浜菜園 

32 福島県 株式会社新地アグリグリーン  

33 福島県 有限会社とまとランドいわき  

34 福島県 あかい菜園株式会社 一の町温室 

35 福島県 株式会社ＪＲとまとランドいわきファーム ＪＲとまとランドいわきファーム 
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No. 都道府県 実施事業者 プラント名称 

36 福島県 一般社団法人あすびと福島 南相馬ソーラー・アグリパーク内植物工場 

37 福島県 株式会社ひばり菜園  

38 茨城県 株式会社つくば菜園  

39 茨城県 株式会社リッチフィールド美浦  

40 茨城県 農業生産法人アグリグリーン株式会社  

41 茨城県 農業生産法人美浦ハイテクファーム  

42 茨城県 株式会社サニークラブ  

43 茨城県 株式会社Ｔｅｄｙ  

44 栃木県 有限会社グリーンステージ大平 グリーンステージ大平 

45 栃木県 日本デルモンテアグリ 那須とまとガーデン 

46 栃木県 サンファーム・オオヤマ有限会社  

47 群馬県 
農業生産法人 株式会社 TGF（タマムラグリーン

ファーム） 
第一植物工場 

48 群馬県 有限会社クリーンファーム青柳  

49 群馬県 有限会社多々良フレッシュファーム  

50 群馬県 有限会社ファームクラブ  

51 埼玉県 越谷いちご団地生産組合 越谷いちごタウン 

52 埼玉県 イオンアグリ創造株式会社 次世代施設園芸埼玉県拠点 

53 千葉県 農業生産法人べジワン旭 べジワン旭 

54 千葉県 有限会社さかき 小見川農場 

55 千葉県 野村和郷ファーム株式会社  

56 千葉県 株式会社山田みどり菜園  

57 千葉県 株式会社綿貫園芸  

58 千葉県 有限会社さかき 東庄農場 

59 神奈川県 株式会社永田農園  

60 新潟県 
農事組合法人えちご高田ワールドスーパーライ

ス 
パプリカハウス 

61 新潟県 エンカレッジファーミング株式会社 環境制御型トマト栽培施設 

62 富山県 株式会社富山環境整備 次世代施設園芸富山県拠点 

63 石川県 モアショップヤマモト  

64 福井県 株式会社福井和郷 ファーム＆ファクトリー若狭 

65 山梨県 株式会社村上農園 山梨北杜生産センター 

66 山梨県 株式会社明野九州屋ファーム 明野九州屋ファーム 

67 山梨県 有限会社アグリマインド 明野菜園 

68 山梨県 株式会社ベジ・ワン北杜 ベジ・ワン北杜 

69 山梨県 アグリビジョン株式会社  

70 山梨県 株式会社 ドームファーム北杜 ドームファーム北杜 

71 山梨県 日通ファーム株式会社 日通ファーム 

72 山梨県 小池ベビーリーフ菜園株式会社 小池ベビーリーフ菜園 

73 長野県 株式会社住化ファーム長野  
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No. 都道府県 実施事業者 プラント名称 

74 長野県 GOKO カメラ株式会社 GOKO とまとむら 

75 長野県 オリックス八ヶ岳農園株式会社 オリックス八ヶ岳農園 

76 長野県 株式会社サンファーム軽井沢 トマトハウス 

77 長野県 有限会社須藤物産  

78 岐阜県 株式会社東海環境ディベロップ  

79 岐阜県 野田農産株式会社 しあわせファーム 

80 静岡県 有限会社柏原農園 水耕栽培 

81 静岡県 農事組合法人大久保園芸  

82 静岡県 富士通、オリックス等 スマートアグリカルチャー磐田 

83 静岡県 株式会社サンファーム富士小山 次世代施設園芸静岡県拠点 

84 静岡県 ベルファーム株式会社  

85 愛知県 農事組合法人アグリパーク南陽  

86 愛知県 株式会社プロトコーポレーション トマロッソ東郷ファーム 

87 愛知県 株式会社豊田サンライズファーム  

88 愛知県 イノチオみらい株式会社 イノチオファーム豊橋 

89 三重県 うれし野アグリ株式会社 うれし野アグリ株式会社 植物工場 

90 三重県 株式会社住化ファーム三重  

91 滋賀県 浅小井農園株式会社  

92 大阪府 エスペックミック株式会社 大阪和泉ラボ 

93 兵庫県 株式会社兵庫ネクストファーム 次世代施設園芸兵庫県拠点 

94 和歌山県 NK アグリ株式会社 和歌山工場 

95 岡山県 株式会社コープファームおかやま  

96 岡山県 株式会社みつの里  

97 山口県 有限会社アグリセゾン  

98 山口県 株式会社内日アグリ  

99 徳島県 株式会社カネイファーム  

100 徳島県 Ｔファームいしい株式会社  

101 愛媛県 ベルグアース株式会社  

102 愛媛県 有限会社たんばら園 たんばら園 

103 愛媛県 有限会社ＣＢＣ予子林  

104 高知県 有限会社四万十みはら菜園 本社農場 

105 高知県 株式会社ベストグロウ 四万十農場 

106 高知県 有限会社四万十みはら菜園 次世代施設園芸高知県拠点 

107 高知県 四万十とまと株式会社 次世代施設園芸高知県拠点 

108 高知県 株式会社南国スタイル 南国スタイル 

109 福岡県 有限会社コスモファーム コスモファーム 

110 福岡県 響灘菜園株式会社 響灘菜園 

111 福岡県 グリーンラボ株式会社 善導寺ファーム 
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No. 都道府県 実施事業者 プラント名称 

112 佐賀県 株式会社アースマインド伊万里  

113 長崎県 愛菜ファーム株式会社  

114 長崎県 有限会社オーガニックランドながさき  

115 大分県 有限会社メルヘンローズ メルヘンローズ 

116 大分県 有限会社育葉産業 美水みつばの郷 

117 大分県 株式会社リッチフィールド由布  

118 大分県 株式会社大分和郷園  

119 大分県 株式会社アクトいちごファーム  

120 大分県 株式会社安心院オーガニックファーム  

121 大分県 株式会社タカヒコアグロビジネス 愛彩ファーム九重 

122 大分県 株式会社九設ふる里めぐみファーム  

123 大分県 株式会社ビヘクトファーム  

124 大分県 株式会社タカヒコアグロビジネス 次世代施設園芸大分県拠点 

125 宮崎県 株式会社ひむか野菜光房 門川農場 

126 宮崎県 ＪＲ九州ファーム株式会社 新富事業所 

127 宮崎県 株式会社ローソンファーム宮崎  

128 沖縄県 株式会社沖縄村上農園 大宜味生産センター 

129 沖縄県 伊是名村 イチゴ栽培工場 

注：上記施設のほかに、実態調査施設の立地場所、プラント名称、実施事業者名の掲載に承

諾が得られなかった施設が 29 事業所ある。 
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◆太陽光・人工光併用型植物工場 

No. 都道府県 実施事業者 プラント名称 

1 北海道 株式会社 TW 北海道  

2 山形県 株式会社アキバナーサリー  

3 茨城県 JFE ライフ株式会社 土浦グリーンハウス 

4 栃木県 全国農業協同組合連合会 栃木県本部 園芸種苗総合センター 

5 埼玉県 第一実業株式会社 ベリーズファーム 

6 新潟県 株式会社グリーンズプラント中越  

7 新潟県 有限会社グリーンズプラント巻 角田浜農場 

8 新潟県 株式会社えちご魚沼  

9 新潟県 株式会社妙高ガーデン  

10 新潟県 有限会社グリーンズプラント巻 越前浜農場 

11 新潟県 有限会社グリーンズプラント巻 安尻農場 

12 新潟県 有限会社グリーンズプラント巻 松野尾農場 

13 長野県 農業生産法人こもろ布引いちご園株式会社  

14 岐阜県 有限会社フローラシマベ  

15 静岡県 株式会社ホト・アグリ  

16 愛知県 豊川洋蘭園  

17 三重県 株式会社片岡ファーム TSUJIGUCHI FARM 

18 滋賀県 クニエダ株式会社 バラ生産技術高度化施設温室 

19 兵庫県 JFE ライフ株式会社 三田グリーンハウス 

20 広島県 神田バラ園  

21 広島県 イノチオフローラ株式会社  

22 山口県 藤野バラ園  

23 愛媛県 株式会社石川興産 元気な野菜ファーム 

24 長崎県 お花屋さん百花園有限会社  

25 大分県 有限会社スウェデポニック久住 久住高原野菜工房 

注：上記施設のほかに、実態調査施設の立地場所、プラント名称、実施事業者名の掲載に承

諾が得られなかった施設が 7事業所ある。 
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◆人工光型植物工場 

No. 都道府県 実施事業者 プラント名称 

1 北海道 社会福祉法人クピド・フェア コスモファーム岩見沢 

2 北海道 社会福祉法人クピド・フェア コスモサンファームパシオ 

3 北海道 NPO 法人さらら壮瞥  

4 北海道 株式会社土谷特殊農機具製作所 開発実験施設 

5 青森県 NTT ファシリティーズ 石木医院内植物工場 

6 青森県 安部製作所 Clean Kirakira Vegetable 

7 宮城県 株式会社アップルファーム 六丁目農園 

8 宮城県 MIRAI 株式会社 多賀城グリーンルーム 

9 宮城県 株式会社向陽アドバンス  

10 秋田県 横手精工株式会社 アグリグループ 平鹿工場 

11 秋田県 株式会社ローソンファーム秋田  

12 山形県 遠藤商事株式会社 イーベジ・ファーム 

13 山形県 株式会社山形包徳 フレッシュファクトリー 

14 山形県 有限会社安全野菜工場  

15 福島県 会津富士加工株式会社  

16 福島県 JA 東西しらかわ みりょく満点やさいの家 

17 福島県 富士通ホーム&オフィスサービス 会津若松 Akisai やさい工場 

18 福島県 キユーピー株式会社 ＴＳファーム白河 

19 福島県 株式会社 Kimidori 川内高原農産物栽培工場 

20 福島県 パナソニック株式会社 福島工場内植物工場 

21 福島県 ひまわり信用金庫 
～街なか野菜工場～ひまわり ふれあい農

園 

22 福島県 株式会社阿蘇ファームランド 伊達市植物工場 

23 福島県 ジャパンドームハウス株式会社 北幸式植物工場 

24 福島県 磐栄運送株式会社  

25 茨城県 NPO 法人 歩実 植物工場 歩実 

26 栃木県 フタバ食品株式会社 豚嘻嘻 大通り店 

27 栃木県 株式会社グリーンスタッフ グリーンスタッフ 

28 群馬県 特定非営利活動法人ソーシャルハウス  

29 群馬県 株式会社大泉野菜工房 R･S ファーム 

30 群馬県 石川工業株式会社 愛菜課  

31 群馬県 
農業生産法人 株式会社 TGF（タマムラグリーン

ファーム） 
第二植物工場 

32 埼玉県 農事組合法人ハイテック羽生  

33 埼玉県 有限会社平成クリーン野菜工場本社  

34 埼玉県 株式会社野菜工房 埼玉秩父工場 

35 埼玉県 
片倉工業株式会社 新規事業開発部 アグリビ

ジネス部 
埼玉植物工場 

36 千葉県 株式会社プランツファクトリーインザイ  
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No. 都道府県 実施事業者 プラント名称 

37 千葉県 株式会社ハルディン  

38 千葉県 TDU いんざいイノベーション推進センター 植物工場 

39 千葉県 有限会社アーバンファーム 柏工場 

40 千葉県 三協フロンテア株式会社  

41 千葉県 MIRAI 株式会社 柏の葉グリーンルーム工場 

42 千葉県 コンフォートホテル成田 シェフの菜園 

43 千葉県 株式会社エージーピー  

44 千葉県 有限会社アーバンファーム 野田工場 

45 東京都 株式会社リバネス 梅酒ダイニング明星 

46 東京都 株式会社サイテックファーム 玉川大学サイテックファーム 

47 東京都 京王電鉄株式会社 京王栽培研究所 

48 東京都 有限会社東京ドリーム  

49 東京都 日本蓄電器工業株式会社  

50 東京都 東京地下鉄株式会社／メトロ開発株式会社 メトロ野菜センター 

51 東京都 就労継続支援 B 型事業所 グリーンカフェ  

52 東京都 昭和飛行機工業株式会社 昭島植物工場 

53 東京都 社会福祉法人日本キリスト教奉仕団 東京都板橋福祉工場 

54 東京都 伊東屋  

55 東京都 株式会社マリモ  

56 東京都 エスペックミック株式会社 ベジタファーム羽田 

57 東京都 プランツラボラトリー株式会社  

58 神奈川県 横浜建設業協会 岳南建興株式会社内 

59 神奈川県 株式会社キーストーンテクノロジー 新横浜 LED 菜園 

60 神奈川県 株式会社キーストーンテクノロジー 馬車道 LED 菜園 

61 神奈川県 株式会社サイテックファーム 相模原サイテックファーム 

62 神奈川県 一般社団法人全国住環境改善事業協会  

63 神奈川県 株式会社 Shune365  

64 新潟県 有限会社安全野菜新潟工場 野菜工場 

65 新潟県 清鋼材株式会社 清々ファーム 

66 新潟県 有限会社松代ハイテクファーム  

67 新潟県 いちごカンパニー  

68 新潟県 株式会社脇坂園芸  

69 新潟県 RYOKI PLANT FACTORY 浦佐合同会社 RYOKI PLANT FACTORY 浦佐 

70 新潟県 株式会社クリーンリード  

71 新潟県 有限会社ビジョン・クエスト  

72 新潟県 株式会社ベジ・アビオ 環境制御型太陽光植物工場 

73 富山県 三協立山株式会社 ツインリーフ・グリーンファクトリー 

74 富山県 株式会社 F&F 高岡工場 
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No. 都道府県 実施事業者 プラント名称 

75 富山県 株式会社本田工務店 滑川支店内植物工場 

76 富山県 東亞合成株式会社  

77 富山県 株式会社健菜堂 牛岳温泉植物工場 

78 富山県 特定非営利活動法人 ワン・ファーム・ランド ワン･ファーム・ランド 

79 石川県 社会福祉法人南陽園 しあわせ食彩ゴッツォーネ 

80 石川県 株式会社メープルハウス ベーカリー＆カフェメープルハウス内 

81 石川県 ビストロ・ウールー レストラン店舗内 

82 石川県 あずまー植物工場  

83 石川県 株式会社ミスズライフ 能登工場  

84 石川県 アイティエムファーム株式会社  

85 福井県 株式会社苗屋  

86 福井県 株式会社 アクアファーム アクアファーム 

87 福井県 株式会社野菜工房 福井南越前工場 

88 福井県 株式会社木田屋商店 小浜植物工場グリーンランド 

89 福井県 農事組合法人ハイテクファーム ハイテクファーム武生工場 

90 福井県 郵船商事株式会社  

91 福井県 株式会社ＮＯＵＭＡＮＮ  

92 福井県 コスモサンファーム福井  

93 福井県 清川メッキ工業  

94 福井県 菱熱工業株式会社 ビタミンファーム福井工場 

95 福井県 グリーンプラント若狭株式会社  

96 山梨県 ユニテック株式会社 ユニファーム 

97 山梨県 有限会社 NSD 八ヶ岳ファーム  

98 長野県 株式会社徳永電気 クリーンリーフ信州 

99 長野県 株式会社ストリーム  

100 長野県 株式会社オオノタ 安曇野三郷ハイテクファーム 

101 長野県 株式会社パスカル  

102 岐阜県 株式会社奥飛騨ファーム  

103 岐阜県 株式会社サラダコスモ  

104 静岡県 日清紡ホールディングス株式会社 藤枝事業所 

105 静岡県 小林クリエイト株式会社 富士ベジ工房 

106 静岡県 株式会社 NLM エカル NLM エカル 

107 静岡県 株式会社ミツイシ 柿田川野菜植物工場 

108 静岡県 株式会社村上農園 大井川生産センター 

109 静岡県 株式会社イノベタス 富士ファーム 

110 静岡県 有限会社 新日邦 808FACTORY 

111 三重県 小橋電機株式会社 植物工場 伊勢菜園 

112 三重県 株式会社 晃商 名張シティファーム 
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No. 都道府県 実施事業者 プラント名称 

113 滋賀県 日本アドバンストアグリ株式会社 長浜工場 

114 滋賀県 株式会社ロハス余呉 ウッディパル余呉内植物工場 

115 京都府 株式会社スプレッド 亀岡プラント 

116 京都府 農事組合法人ハイテクファーム ハイテクファーム園部工場 

117 大阪府 日本サブウェイ株式会社 野菜ラボグランフロント大阪店 

118 大阪府 株式会社みらくるグリーン  

119 大阪府 池田市商店会連合会、ハイト社など まちなかファームくれは 

120 兵庫県 阪神電気鉄道株式会社 阪神野菜試験栽培所 

121 兵庫県 オリックス農業株式会社 養父レタス工場 

122 兵庫県 関西鉄工株式会社 VEGESTORY 

123 兵庫県 兵庫ナカバヤシ株式会社 関宮分工場内プラントセンター 

124 兵庫県 株式会社 TJ クリエイト 植物プラント 

125 奈良県 近畿日本鉄道株式会社 近鉄ふぁーむ 花吉野 

126 奈良県 奈良交通株式会社 まほろば水耕園 

127 鳥取県 鳥取市雇用創造協議会 まちなか植物工場 

128 鳥取県 株式会社 HRD/株式会社 HRD iDEAL 本社工場 

129 鳥取県 愛ファクトリー株式会社  

130 鳥取県 おしどり調剤薬局株式会社 おしどり薬局スプラウト工場 

131 岡山県 恒次工業株式会社 ベジファクトリー 

132 岡山県 有限会社翔和 日なたぼっこ植物工場 

133 岡山県 旭テクノプラント株式会社  

134 広島県 株式会社フューレック レストラン「ダマンマ」 

135 山口県 株式会社ウベモク ウベモクファーム 

136 徳島県 株式会社那賀ベジタブル  

137 徳島県 日清紡ホールディングス株式会社 徳島事業所 いちご工場 

138 徳島県 有限会社徳島シードリング  

139 徳島県 オーゲツ株式会社 小松島工場 

140 香川県 株式会社四国電気システム  

141 香川県 四国計測工業 さぬき野菜工房 

142 愛媛県 株式会社グリーンタックファーム  

143 愛媛県 株式会社日本システムグループ  

144 愛媛県 有限会社肱川サントマトコーポ  

145 佐賀県 株式会社アルミス 元気村ヴィレッジファーム 

146 佐賀県 株式会社ニシケン すいさい園 

147 佐賀県 社会福祉法人かささぎ福祉会 スマートアグリかささぎ 

148 佐賀県 ＮＰＯ法人緑風会 やさい工房 あんスリー武雄 

149 長崎県 株式会社庄屋フードシステム レストラン「マルゲリータ」 

150 熊本県 有限会社中川産業 健康野菜村（中川産業 西合志工場） 
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No. 都道府県 実施事業者 プラント名称 

151 熊本県 農事組合法人阿蘇ファーム 阿蘇健康農園ハウス 

152 熊本県 有限会社クリエイト光 ひかりっこ工房 

153 大分県 九州ジージーシー株式会社 大分日田工場 

154 大分県 有限会社夢野菜おおざいファーム  

155 鹿児島県 旭信興産株式会社 アグリーン事業部 鹿屋リーフ館 

156 鹿児島県 日本ガス株式会社  

157 沖縄県 特定非営利活動法人初穂 野菜工房 

158 沖縄県 株式会社りゅうせき建設 植物工場実証プラント 

159 沖縄県 NPO 亜熱帯バイオマス利用研究センター 中城デージファーム 

160 沖縄県 NPO 亜熱帯バイオマス利用研究センター 北中城デージファーム 

161 沖縄県 株式会社エスペレ ソーシャルサポート・エスペレ 

162 沖縄県 有限会社神谷産業 沖縄型野菜工場実証試験事業 

163 沖縄県 沖縄セルラー電話株式会社 南城ファーム 

164 沖縄県 株式会社インターナショナリー・ローカル 糸満工場 

165 沖縄県 株式会社沖縄計測 アグリ事業 

166 沖縄県 株式会社インターナショナリー・ローカル 
イオンモール沖縄ライカム インロコ・ファクト

リー ライカム工場 

167 沖縄県 株式会社ジェーシーシー  

168 沖縄県 イオン九州株式会社 イオン乙金ショッピングセンター内植物工場 

169 沖縄県 沖縄セルラー電話株式会社  

注：上記施設のほかに、実態調査施設の立地場所、プラント名称、実施事業者名の掲載に承

諾が得られなかった施設が 14 事業所ある。 
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４．大規模施設園芸及び植物工場の事例調査 
 

今年度調査においては、次世代型施設園芸の普及推進に向けて、「施設園芸・植物工場でい

かにして収益向上を図るか」という経営の観点から、優良事例を調査した。 

ヒアリング先の選定においては、昨年度の調査結果を踏まえ、次世代施設園芸地域展開促

進事業の参考となるような、比較的規模が大きく、先進的な生産管理や組織運営を行ってい

る事業者のほか、組織的な人材育成や 6 次化、販路拡大等で事業規模を拡大している事業者

を対象とした。 

また、民間事業者に加えて、施設園芸の地域展開に関する行政の取り組みとして、複数県

へのヒアリングを行った。県単事業を中心に優良事例をいくつか紹介頂き、県や事業実施主

体者が収益性向上のために力を入れていることや、事業を展開する上で課題と感じているこ

と等を整理した。 

整理に当たっては、上記の経営の観点に基づき、収益向上に関する取り組み事例を、施設

設備設計や、生産・栽培・労務管理、エネルギー効率等の視点で整理した。 

なお、調査先とその選定理由は次ページのとおりである。 
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図表 ４-1 調査先一覧（民間事業者） 

事業者名 所在地 施設 品目 選定理由・特徴 

北海道サラ
ダパプリカ 

北海道 
釧路市 

太陽光型 パプリカ 

販路 
・輸入品が多くを占める国内パプリカ
市場を道内・首都圏へ BtoB を中心に
開拓。 

エネルギー
活用 

・隣接する製紙会社からの蒸気排熱を
活用しながら効率的にパプリカを栽
培。 

施設設備 
・電機メーカーやゼネコンと提携しな
がら、施設・設備の運営を効率化。生
産性向上。 

JR とまとラ
ンドいわき
ファーム 

福島県 
いわき市 

太陽光型 トマト 

販路 
・JR と連携し、首都圏の消費者に向けた
安定的な販路を確保。 

6 次化 
・飲食施設や加工施設も隣接に設け、消
費拡大を図る。 

生産管理・
人材育成 

・年間 600t 規模の周年生産を実施。 

伸和園芸 
千葉県 

茂原市 

太陽光・人

工光併用

型 

バラ 

生産管理・
品質管理 

・ソーラーローズシステムを活用した、
作業の効率化や、バラの品質向上。 

販路 

・規格外品を活用し、市場外販路を開拓
しながら廃棄ロス率 1％を実現。 

・地域の若年層を対象とした定期的な
イベントを通して花を楽しむこと推
進（花育）。 

・フラワーアレンジメント分野での新
規需要を掘り起こしている。 

スプレッド 
京都府 

京都市 
人工光型 

リーフ 

レタス 

生産管理・
人材育成 

・人工光型植物工場で１日約2万株の収
量を実現。安定的生産のための効率的
な生産管理、スタッフの管理・教育。 

・AI 活用・工程自動化による低コスト
化・環境対応をコンセプトとした「テ
クノファームけいはんな」を、京都府
けいはんな学研都市にて建設中。 

育葉産業 

大分県 

豊後大野

市 

太陽光型 ミツバ 生産管理 

・0.8ha の鉄骨ガラス温室に定植ロボッ
ト、移植ロボット等を導入し、ミツバ
栽培の作業効率を上げながら、衛生管
理に関する情報を提供している。J-
GAP も取得。 

スウェデポ

ニック久住 

大分県 

竹田市 

太陽光・人

工光併用

型 

ハーブ類 6 次化 
・ハーブ類を中心に栽培し、ドレッシン
グなどの加工品も開発し、販路を拡大
している。 

ビヘクト 

ファーム 

大分県 

日田市 
太陽光型 イチゴ 

エネルギー
活用 

・イチゴを栽培し、隣接する木質バイオ
マス発電所から排温水を低価でもら
い受け、地域エネルギーとして活用。 

 

図表 ４-2 調査先一覧（地方公共団体） 

自治体名 選定理由 

栃木県 
「とちぎ施設園芸スーパーコーチ」や「次世代園芸モデル研究会」等、施設園芸の地

域展開に向けた取り組みを進めている。 

高知県 
次世代拠点以外にも、既存の施設園芸事業者へ高度環境制御装置を普及させる等、先

進的に取り組みを進めている。 

福井県 電源地域として、施設園芸に対しても独自の支援策を有している。 
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４．１．民間事業者 

① 株式会社北海道サラダパプリカ：北海道釧路市 

 

 

（１）基本情報 

栽培開始年 平成 28 年 

栽培品目と栽培実面積 パプリカ：22,000 ㎡ 

その他面積 － 

農地転用・建築確認の有無 工業用地 

雇用者数 常時雇用 5名、パート 30 名 

主な導入設備 
富士電機製「環境制御システム（みのり＋）」、ウシオ電機製「ナ

トリウムランプ」、熱交換設備 

主なエネルギー源 
隣接する工場の蒸気廃熱 

（バックアップとして CO2施用機からの廃熱を利用） 

原水 － 

生産実績 パプリカ：600 トン／年 

 

 
 

（２）事業の経緯 

事業主は元々長野県でパプリカ栽培施設を経営していた。高度な環境制御によりオランダと

同程度の収穫量を実現していた。規模がそこまで大きくないため投資コストの回収が大変であ

ったこと、石油価格の上昇によりエネルギーコストが増大したことが課題であった。 

一方で、栽培ノウハウを蓄積しており、新規参入企業向けのパプリカ栽培のコンサルティン

グ等も行っていた。それを機に富士電機とのつながりができた。 

そうした中、北海道食産業総合振興機構（フード特区機構）が進めていた北海道における次

世代型のイチゴとパプリカ栽培施設の誘致に関して、パプリカ栽培での協力を求められた。そ

して事業の関係企業として参加していた富士電機やウシオ電機などから出資を受け、北海道サ

 
ハウスの概観 

工場廃熱を活用した次世代型大規模パプリカ農場 

＜① 株式会社北海道サラダパプリカ:北海道釧路市＞ 
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ラダパプリカを設立した（イチゴ栽培に関しては苫東ファームが実施）。 

パプリカの栽培地としては、道内でいくつか候補地があったが、①夏期が冷涼な気候である

こと、②製紙会社の王子マテリアの廃熱が活用できること、③物流インフラ（港湾や JRの貨物

列車等）が整っていることから、釧路を選定した。 

釧路市は市長を始め行政が熱意を持ってパプリカ施設の誘致に取り組んでくれ、開発許可等

行政上の手続きに関しても丁寧にサポート・アドバイスをしてくれた。 

施設建設に当たりって市の産業誘致の補助金を一部活用したが、大半は融資により調達した。

富士電機を含む大企業が出資者となっているため、その信用力から融資も受けやすかった。 

 

（３）施設設備の設計・運用上の工夫 

ハウスの設計・設備の調達・建設・工程管理は一括して富士電機が行った。また、施設の環

境制御システムも富士電機が設計した。オランダ型の施設設備をパッケージで導入しようとす

ると、施設安全構造基準に適合しなかったりするなど課題が多い。各設備の調達を含むエンジ

ニアリング全体を富士電機が行うことで、基準に適合させながら施設を建築することができた。 

王子マテリアからの蒸気廃熱は、隣接の工場から直接パイプを引いて導入している。ハウス

に付属する熱交換機で熱エネルギーを温水に変え、その温水をハウス内に循環させている。温

水の温度は 80℃前後で、4棟のハウスそれぞれについて別個に温度モニタリングを行った上で、

自動で流量を調整している。 

 

 

 

（４）生産管理・栽培管理における工夫 

釧路の夏期冷涼の気候を活かした安定供給を強みとし、春～夏期（1月定植、春先～9月まで

収穫）にかけて年間 600 トンの生産を行っている。パプリカ栽培では温度・湿度・光などの環

境条件を上手く調整することが重要であるが、富士電機と連携して構築した環境制御システム

を活用しながら栽培を行っている。 

  

   
隣接工場から蒸気をハウスへ導入するパイプ    熱交換を行うボイラー室内の様子 
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なお、環境制御システムの中で各種データは蓄積してはいるが、現時点ではデータの活用ま

では行っておらず、次年度以降、収量予測などで活用していく予定である。 

作物の生長に合わせて、日中と夜間にナトリウムランプによる補光を行っている。 

今後は、現在育苗期間となっている 10 月～12 月の端境期の栽培によって、完全周年栽培の

実現を目指している。 

GAP については、販売先のイトーヨーカドーから「顔の見える生産物」へのニーズがあったこ

とをきっかけに、来年にグローバル GAP を導入予定である。導入に当たりコンサルタントのサ

ポートを受け、準備を進めている。 

大規模施設であるため、従業員の作業管理の効率化に関しても取り組みを進めている。従業

員の役割分担の明確化により、施設内の移動をなるべく減らすなど、作業負荷の削減に取り組

んでいる。また、施設内での輸送補助機械を導入するなどして、出荷時の省力化にも取り組ん

でいる。 

 

（５）組織体制・労務管理・人材育成の特徴 

人材の確保については、現在パート従業員を 30名雇用している。民間の WEB 求人媒体や、市

内のハローワーク、SNS、自社ホームページなど様々な媒体を通して募集を行っている。応募も

比較的多く、人手不足にはなっていない。 

一方で、人材育成が課題となっている。大規模な施設園芸のため、作業員一人一人の技術水

準の向上に現在取り組んでいるところである。基本は OJT による育成を行いつつ、農業者とし

ての基本的な姿勢などについても適宜伝えるようにして、意識醸成に努めている。 

 

（６）エネルギー活用における特徴 

隣接する王子マテリアの工場排熱として、蒸気を購入し施設内の温度管理に用いている。熱

交換を行い、温湯管をハウス内に循環させることで、エネルギーコスト低減に役立っている。 

また、CO2施用を兼ねた LPG ボイラーも併設しており、そこでの廃熱も補助エネルギーとして

 
パプリカ栽培の様子 

出典：株式会社北海道サラダパプリカ Facebook（https://www.facebook.com/hspfcbkp/） 

[2018 年 3 月 12 日時点] 



45 

活用している。熱エネルギーの割合としては、9割を蒸気廃熱により、1割を CO2施用で賄って

いる。 

また、ナトリウムランプなどを用いているため、電気料金もコストとしてかかるが、電力の

調達先として新電力を活用するなどして、コスト削減に取り組んでいる。 

 

（７）その他経営上の特徴 

販路は道内・首都圏のスーパーが主で、割合は首都圏向けが多い。販路拡大は自治体の物産

展やその他商談会などを通して自社で取り組んでいる。また、一部地元の市場にも出荷してい

る。 

SNS 等を通じで、パプリカの新しい食べ方を提案しながら、パプリカのファンを増やし、需要

の裾野を広げることに取り組んでいる。同様の販路拡大策としてレストランへの販売や、ロス

率削減のための加工販売等にも今後取り組んでいく予定である。 

コストに関しては、現時点での最も高い割合を占めるのは減価償却費である。物流は、主に

陸路と海路を用いているが、首都圏などへ出荷する場合はその分コストが上乗せとなる。 

 

（８）今後に向けて 

同社は初年度の出荷を終え、次年度以降設備投資の償却を進めながら収益性の向上に注力し

ている。その後、現在課題となっている端境期（10～12 月）の栽培に向けた新たな設備を建設

し、完全周年出荷に取り組む予定である。 
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② 株式会社 JR とまとランドいわきファーム：福島県いわき市 

 

 

（１）基本情報 

栽培開始年 平成 26 年 

栽培品目と栽培実面積 大玉トマト、中玉トマト、ミニトマト：17,000 ㎡ 

その他面積 
選果場・肥培管理棟 600 ㎡、6 次産業化施設（運営はグループ会社）

25,000 ㎡（直売所、レストラン、加工工場など） 

農地転用・建築確認の有無 農地 

雇用者数 常時雇用 7名、パート 20 名 

主な導入設備 プリバ製「環境制御システム connext」 

主なエネルギー源 重油、LPG（CO2二次利用を兼ねる） 

原水 雨水、地下水 

生産実績 大玉トマト、中玉トマト、ミニトマト：600 トン／年 

 

 
 

（２）事業の経緯 

同社は、平成 26 年にとまとランドいわきと東日本旅客鉄道（以下、JR東）との共同出資で設

立された。地方創生の観点から、農業への参入を検討していた JR 東が、知り合いのコンサルタ

ントの紹介でとまとランドいわきと平成 25 年から検討を開始。その後 1 年かけて 62 名の地権

者の合意を取り付けて、JR 東の農業ビジネス第 1号として開始された農場である。 

出資元のとまとランドいわきは、代表の鯨岡社長が、平成 2 年からいわき市内で 4,000 ㎡の

オランダ製ガラスハウスでトマトの栽培を始め、平成 13 年には法人化した。現在は 25,000 ㎡

の規模のトマト栽培、15,000 ㎡の規模のイチジク栽培、2,000 ㎡規模のブルーベリー栽培、4,300

㎡規模のイチゴ栽培をしている。 

JR とまとランドいわきファームの元木社長は、そこでの栽培ノウハウをもとに、トマト栽培

を開始した。 

 
ハウスの概観 

（手前の駐車場は隣接する 6 次産業化施設「ワンダーファーム」の敷地） 

確かな栽培技術と 6 次産業化を強みに地域の内外に愛される農業を拡げる 

＜② 株式会社 JR とまとランドいわきファーム:福島県いわき市＞ 
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（３）施設設備の設計・運用上の工夫 

施設は、フェンロー型フッ素フィルムハウスで、設計・設備の調達は、現社長の元木氏が行

い、建設・工程管理は大仙が行った。選果場を挟んで 2 棟が並んでいるが、土地の構造上、選

果場と１棟の間には 2mほどの段差がある。そこにはリフトが設置されており、運搬の負担を削

減している。 

防除については、レールを走行するロボット防除機を入れ、省力化を図っている。 

総工費は土地を除いて 7.3 億円で、「強い農業づくり交付金事業」を活用したほか、いわき市

の施設園芸振興の支援も活用している。 

 

 

 

（４）生産管理・栽培管理における工夫 

いわき市は年間平均日照時間が 2,000 時間を超え、夏期も平均 25℃以下で、冬期も平均 4℃

以上と、施設園芸に向いた気候であり、福島県の取り組みとしてもトマトの産地化に力を入れ

ている。2013 年の収穫量は 2011 年比で 123%と、県別で見た生産高の伸長率は最も高い。 

鯨岡社長が平成 2 年にオランダ製ガラスハウスで栽培を始めた頃は、1 年ほどオランダから

コンサルタントを招聘して、栽培管理者候補が栽培指導を受けた。環境制御の使い方やデータ

による生産管理のノウハウは参考になったが、オランダのトマトは日本の生食用のトマトとは

異なるため、栽培技術を確立した後に設置した JRとまとランドいわきファームではコンサルタ

ントは活用していない。 

栽培などに関して自社だけでは判断がつかない課題が生じた際には、県の農業振興普及部や

取引先の農薬メーカー担当者との相談を通じて対応策を検討する。 

なお、環境制御システムの各種データは、週ごとに取得する生育データと共に活用しており、

防除や収量の予測などに役立てている。その際、最も留意するのは根の状態である。 

水は雨水と井戸水を活用しているが、培地と水の成分バランスを考慮した専用培地を使って

いる。 

GAP は、JGAP を取得済みである。福島県も東京オリンピック・パラリンピックでの農産物の

活用を目指して GAP に力を入れており、管理手法の一つとして導入している。元木氏がもう 1

社社長を務める、隣接のワンダーファームの加工工場でも、HACCP の認証取得に向けて検討を進

めている。 

   
重量選果機を導入している選果場 
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従業員の作業管理については、最近取り組み始めたものとして、目標管理制度を導入してい

る。これは、作業量と作業の質をより良いものへと目指すもので、社員とパートの差を設けず、

同じ作業の場合は同じ目標を設定し、個人の評価に活用している。この結果、コストの管理が

できつつあり、効果を感じている。この制度を導入する際は、従業員に利益を還元すると説明

を尽くしており、理解を得ることに留意した。 

 

 
 

（５）組織体制・労務管理・人材育成の特徴 

栽培は、大玉 2 品種、中玉 1 品種、ミニ 8 品種と多岐にわたっている。農場長 1 名の下、管

理作業ごとのグループリーダーが 4 名おり、朝礼でその日の作業計画や留意事項をメンバーに

共有し、作業状況はレーンごとに明示している。 

経営目線を持つ人材をどのように育成していくかが課題である。基本的には日々の仕事をし

ながら経験していくしかないが、若手のうちから経営会議にも出席させ、予算の作り方や経営

状態を見せて一緒に考えるという姿勢をとっている。 

 

（６）エネルギー活用における特徴 

温度管理には重油を活用している。温度が足りない場合は、重油を暖房に利用している。な

お、仕様ではボイラーの能力は外気が-3℃の時、温室内が 15℃を確保できるよう負荷計算を行

った。 

 

（７）その他経営上の特徴 

販路は市場が 4割、グループ企業のワンダーファームが 3割、残りは JR東関連である。売上

と運営コストは、約 1.5 億円で現時点では収支が拮抗している。最も大きいのは人件費約 25%

と光熱水道費約 15％で、その後に減価償却費の 18%と続く。 

  

 
レーン前のかごに貼付された用紙に作業状況が示された様子 
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（８）今後に向けて 

同社は、隣接するワンダーファームと共に観光農園としても好評であり、年間 20 万人が訪れ

るが、今後は観光交流人口の拡大と農業振興の両立を目指し、集客目標を 40 万人としている。 

また、ワンダーファームを中心に 6 次産業化に注力しており、今後は出荷を 3 割から 5 割に

引き上げる予定である。現在、首都圏の高級スーパーマーケットのプライベートブランドとし

てトマトジュースが非常に好調な売れ行きであるため、このようなパートナー企業と共同開発

を進めるなどして、付加価値のある加工品を開発する。 

 

  

 
出荷前のトマト     トマトゼリー 
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③ 伸和園芸：千葉県茂原市 

 

 

（１）基本情報 

栽培開始年 昭和 42 年 

栽培品目と栽培実面積 バラ：2,800 ㎡（現在は 2,000 ㎡のみを管理） 

その他面積 － 

農地転用・建築確認の有無 農地転用なし 

雇用者数 常時雇用 2名（ピーク時臨時雇用 1 名） 

主な導入設備 

ネポン製「ヒートポンプ」、日亜化学工業製「青色 LED」、CO2施用

装置、ネポン製循環扇、換気窓制御盤（日本オペレーター製「換気

王Ⅱ」）など 

主なエネルギー源 電気、重油（冬期） 

原水 利根川水系の農業用水（3月～8 月）。雨水（9 月～2月） 

生産実績 － 

 

 
 

（２）事業の経緯 

代表の米田氏は、義父母が昭和 42年から営んでいたバラ農園への関心が高まり、前職を退職

して引き継いだ。 

先代による農園開設時は、約 1,300 ㎡のビニールハウスであったが、その後拡大した。土地

は一部賃貸である。 

 

（３）施設設備の設計・運用上の工夫 

温度制御装置（誠和製）、日照センサー、ヒートポンプ（ネポン製）、青色 LED ライト（日亜

化学工業製）、CO2施用装置、ネポン製循環扇、換気窓制御盤（日本オペレーター製「換気王Ⅱ」）

などを導入している。 

  
ハウスの概観                ハウス内の様子 

若年層に向けた花普及活動を通して、新たな花き需要を開拓し続ける 

＜③ 伸和園芸:千葉県茂原市＞ 
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青色 LED ライトは、植え替え時からクリスマスの電飾のようにコードでつないだものを支柱

などに結び付け、設置する位置を調整できるようにしている。 

バラの生長に合わせて、太陽光が当たりにくい連棟の谷間にある株や、新しく植えた株、花

弁の色にムラがある株等を中心に、夜明け前から 21 時頃まで必要に応じて照射している。導入

して 5年が経つが、生長度合いや花の色味に良い効果があると感じている。 

 

 

 

（４）生産管理・栽培管理における工夫 

長崎県の研究機関で平成 15 年に発表された「ソーラーローズシステム」という栽培法を取り

入れている。これは、花の栽培方法を学んでいた際、現地に視察に行って説明を聞き、効率的

な栽培と判断して取り入れたもので、自社のガラスハウスに合う形に応用した。 

具体的には、栽培レーンの外側に 1 列ずつ 2 列に株を定植し、生長に従って、採花母枝以外

の枝を光合成させるために、レーンの内側に折り畳む方法である。レーンの外側には採花母枝

だけが残るため、日常の花枝の確認や葉かき、芽かきなどの手入れがしやすく、剪定も容易で

ある。 

   
循環扇風           換気窓制御盤       ヒートポンプ 

 
青色 LED による補光 
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定植株数は、光合成を重視して 1 本当たりの株の力を 100％出すことを目指し、通常の 60～

70％と少なめにしている。それにより花の品質が向上し、採算も合ってきている。また、株数

を減らすことで植え替えのコストが低減できること、枝の密度が少なく葉かきや芽かきがしや

すいこと、農薬散布も効率的、効果的にできることなどのメリットがある。なお、育種はして

おらず、苗は代理店から購入している。 

最も重視しているのは、定植後から一番花が出るまでの初期生育の管理である。生長点やシ

ュートを日々確認する目を持つためには、経験やスキルも必要となる。 

生産性向上の取り組みとしては、1回の定植で5～7年は出荷できるような品質を保つために、

育苗期間を平均より 3 ヶ月長く設けている。株数を減らしていることもあり、同規模の栽培施

設の平均（品種によるがおよそ 300 本/坪）より 1割少ない生産量であるが、販売額では平均価

格と比較して 105%程度となっており、コストを考えると生産性は高い。 

GAP 等の認証は特に取得していない。MPS（花き産業総合認証）の取得も一時検討したが、現

在の販路からは必要とされていないことから取得していない。 

 

（５）組織体制・労務管理・人材育成の特徴 

東日本大震災以前は、約 3,000 ㎡の施設で正社員 1 名とパートスタッフ 1 名で栽培し、6 次

産業化として花束やアレンジメントなど、結婚式の装飾も事業として行っていた。 

しかし、震災を機にバラの市場価格が下落したこと、先代の頃から一緒に働いていたパート

スタッフが高齢化したこと、コストの約 3 割を占める人件費の負担を考えると採算確保が難し

かったこともあり、栽培面積を 2,000 ㎡に縮小して夫婦で運営することにし、アレンジ事業に

ついても縮小した。 

繁忙期は不定期に集落内や知人を介して、1、2名を雇用することもあるが、芽かきのタイミ

ングや観察眼については、1 年で 1 サイクルの流れの中で身に付けてもらえないと、栽培管理

者と同様に対応することは難しく、スキルや意識（注意力）の面で十分な人材が確保できず、

継続雇用はできていない。 

  

 
内側に折りたたまれた枝 
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（６）エネルギー活用における特徴 

栽培事業を引き継いだ頃と比較して電気代が3割上がって約350万円／年となっているため、

今夏から冷房利用を止め、昨冬からは暖房利用も最低限の使用としている。ヒートポンプの更

新や、新設備の導入に対しては、ハウス自体が先代のものをそのまま用いていることもあり、

費用対効果について慎重になっている。 

冬期の加温には、重油加温機を使用しており、停電などで落ちる場合に備え、別系統でヒー

トポンプを使えるようにしている。 

生産コストの 25～30％を光熱費が占めるが、ヒートポンプを使わなければ 7～8%まで縮小す

るため、こまめに温度設定や設備稼動を調整している。 

LED の初期投資は約 60 万円（約 100 坪、200m 分、単価：約 3 万円／10m）である。消費電力

量は約 120W（約 6W／10m）であり、それほどコストはかからないため、LED 照射による花の品質

向上効果には十分見合っている。また、ヒートポンプと異なり、電力契約内容にも影響せず使

い勝手は良い。 

原水は利根川水系の農業用水を 3 月から 8 月にかけて利用している。それ以外の季節は主に

雨水を用いており、地下水は使っていない。付近は天然ガスが出る土地のため、地下水は農業

に向かない。 

 

（７）その他経営上の特徴 

販路は、大田市場を中心として市場向けに 6～7割程度販売している。婚礼・パーティなど業

務での需要が多く、当園のバラの利用者から口コミで品質の高さが広まっており、リピーター

が多い。 

市場外に対しても、フラワーアレンジメント教室と直接契約をして、規格外を含め年間 3 万

本程度を販売しており、ロス率を 0.5％程度に抑えている。市場便に乗せるもの以外は、全て引

き取りに来てもらう契約とし、出荷コストを抑えている。 

かつて切花のネット販売も行っていたが、アクセスログを解析したところ、低価格帯の花を

探して検索する人が多く、価格競争に巻き込まれている傾向がわかり現在は行っていない。 

また、ユーザーが増えないと値崩れを起こすと考え、市場拡大を目的に、2010 年から若い世

代に花を知ってもらう活動を行っている。バラの地産地消、バラ産地としての意識の醸成のた

め、茂原市や市内の商業施設とタイアップし、高校生を対象にバラを活用したフラワーデザイ

ンコンテストを実施している。 

今年度は、農業高校からも苗を提供してもらい、農業高校の生徒に寄せ植え体験の講師を依

頼し、小学校から高校生まで 200 名、買物客 200 名を対象に実施する予定である。このコンテ

ストは、花に関心がない人達に花に接する機会を設け、意見を聞こうという試みでもある。 

このイベントは、近隣の花き農家の有志ボランティアによる運営委員会が主催するもので、

イベントスペースを借りる等の費用がかかるため、予算の確保が課題となっていた。現在は日

本花普及センターによる補助金を活用し、フラワーアレンジメントに用いる花は、地域の他の

花き農家から提供を受けている。 

花の普及活動は、使い方の発見を通して、新たな需要の掘り起こしにもつながっている。例

えば、葬儀用の需要が大半である白いカーネーションは、フラワーアレンジメントで使ってみ

ると意外と人気があり、需要拡大の余地があった。 
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（８）今後に向けて 

米田氏は、現状の価格は生産コストに見合っていないと感じている。マーケットと需要の拡

大を図るためにも、現状の栽培規模を維持しながら、普及活動を進める予定である。イベント

によって消費者の声を聞いたり、アレンジの際の意外なニーズを把握できたりするなど、マー

ケティング活動を進めている。その際、マーケティングにどの程度投資できるかもポイントで

ある。 

  

 
若者を対象としたフラワーアレンジメントイベントの様子 

出典：伸和園芸ホームページ（http://www.shinwa67.jp/index.html） 

[2018 年 3 月 12 日時点] 
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④ 株式会社 スプレッド：京都府亀岡市 

 

 

（１）基本情報 

栽培開始年 平成 19 年 

栽培品目と栽培実面積 リーフレタス：25,200 ㎡ 

その他面積 － 

農地転用・建築確認の有無 農地転用あり 

雇用者数 雇用：134 名（パート含む。平成 29年 3月現在） 

主な導入設備  

主なエネルギー源 電気 

原水 用水 

生産実績 日産約 21,000 株 年間約 770 万株 

 

 
 

（２）事業の経緯 

スプレッドは、主に卸売市場間等での農産物の転送事業を担う株式会社トレードのグループ

会社として、平成 18 年に設立された。平成 19 年には、京都府亀岡市に大規模な人工光型植物

工場「亀岡プラント」を建設、平成 20 年から出荷を開始している。その後設備を増設し、現在

では日産 21,000 株という、国内最大規模を誇る植物工場を運営している。 

平成 25 年には黒字経営を実現し、さらには大規模植物工場のフランチャイズ事業など、ビジ

ネスモデルの構築を目指している。 

 

（３）施設設備の設計・運用上の工夫 

人工光型として、LED 照明と蛍光灯を光源としている。施設に関しては、１期棟部分で 12 段、

２期棟部分で 16 段の多段式栽培となっている。冷暖房で室内空調を行い、上水による養液循環

のためのポンプを設置している。 

平成 30 年夏完成予定の「テクノファームけいはんな（京都府木津川市）」では、自動栽培装

置の導入を予定しており、栽培を中心に大規模な省力化を目指している。 

 

  
施設の外観               栽培室内の様子 

人工光型の大規模植物工場のビジネスモデルを確立し、次のステップへ展開を図る 

＜④ 株式会社 スプレッド 亀岡プラント:京都府亀岡市＞ 
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（４）生産管理・栽培管理における工夫 

人工光型植物工場では、生産効率を上げて、高い歩留まりを確保することが重要である。ス

プレッドでは、出荷量ベースで 97％程度の高い歩留まりを維持することで、生産設備の能力を

使い切っている。 

人工光型植物工場は、基本的に外部環境の影響は受けにくいので、高い歩留まりを維持でき

ると、出荷量が安定するだけでなく生産原価が安定するため、販売面でも原価の変動を気にす

る必要がない。 

その一方で歩留まりが安定せず、出荷量が変動すると、採算ラインとしての生産原価が安定

しないだけでなく、出荷量が減少した場合の欠品を回避するため、契約出荷量を抑える必要が

あり、営業面でもマイナスである。スプレッドでは高い歩留まりを実現するためには、環境制

御が重要だと考えている。 

人工光型植物工場でも、空調においては外気環境を考慮する必要がある。特に日本の場合は、

夏場と冬場の空調管理が重要である。また、定期的に空調設備のメンテナンスを行って、菌数

検査等によってかび等の発生を抑制している。 

その他ポンプ類については、稼動状況の点検を 3 年に 1 回程度行う。また、養液が汚れると

栽培が不安定になるため、アオコの発生等がないよう留意している。 

 

（５）組織体制・労務管理・人材育成の特徴 

組織体制や労務管理では、株数当たりにかけるパート人数、あるいは１人で何株管理するか

を基本に設定している。 

現在、亀岡プラントは常時 50人で稼動しており、一人一人には、作業量でのボーダーライン

を設定し、決められた時間内に処理する株数の下限を設定している。 

スタッフはチーム単位で分かれて作業しており、チームリーダーが管理する。チームリーダ

ーには、毎日社員から作業内容と目標の指示を行っており、これに沿って作業内容を決めてい

る。 

近年地方都市ではパート労働者不足が顕著であり、他業種を含めてパート労働者の奪い合い

がある。そのため労働環境や条件の向上を図ると共に、より少ない人数で稼動できるように、

自動化機械の導入など省力化は避けられない課題である。 

スプレッドでは、現在栽培分野の自動化による大幅な省力化を目指している。 

 

（６）その他経営上の特徴 

販売については、まず高い歩留まりを安定的に実現することで生産量を確定した上で、生産

した作物を「売り切る」営業力が重要となるが、そのためには多様な販路を複数持つことが重

要である。 

スーパー等の小売店では、取引量を固定する契約は難しく、基本契約は結んでも、日々の発

注量は変動する。中食・外食向けの取引では、取引量を固定する長期取引が一般的だが、価格

が低くなる傾向がある。 

安定的経営には、長期固定取引は魅力的であり、中食・外食向けの取引価格でも充分採算が

合うように製造原価を下げる工夫をすることで、対処することができる。 

スプレッドの強みは、グループ会社のクルーズが、市場間輸送を中心に冷蔵トラック便を豊
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富に抱えている点にある。これにより少ロット・多頻度納品が可能になっており、他社に比べ

て優位性を持っている。 

 

（７）今後に向けて 

人工光型植物工場の大規模運営の基本は、生産の安定と物流網にあると考えている。 

技術開発に関しては、少ない作業人数で高い歩留まりを維持するための技術開発に注力し、

特にメンテナンスなどの維持管理面の充実も進めていく予定である。生産が安定できると、販

売面に注力できるので、経営面では優位になる。 

もう一方は物流網の確保である。自社で対応できる物流網を充実することで、顧客ニーズに

対応することができれば、顧客側から有利な条件で契約することも可能になり、より安定的な

経営に繫がる。 

また今後はパートナーシップのもと、大規模植物工場の国内外の展開を計画し、事業の拡大

を図っている。 
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⑤ 有限会社育葉産業：大分県豊後大野市 

 

 

（１）基本情報 

栽培開始年 平成 4年 

栽培品目と栽培実面積 ミツバ：6,600 ㎡ 

その他面積 温室面積：7,300 ㎡、事業所全体面積：11,000 ㎡ 

農地転用・建築確認の有無 農地転用なし 

雇用者数 常時雇用 6名、パート 32 名 

主な導入設備 
M 式水耕研究所製「水耕栽培設備」、ネポン製「グリーンソーラ」、

ネポン製「CO2施用装置」 

主なエネルギー源 電気、重油 

原水 井戸水 

生産実績 217,000 ケース（10 束／ケース）/年 

 

 
 

（２）事業の経緯  

昭和 47 年より、先代がキュウリの連作障害対策として先駆的に水耕栽培を開始し、昭和 50

年より付加価値の高い品目としてミツバを導入した。その後平成 4 年、大手電機メーカー製品

のエンジニアであった現社長の栗田氏が就農し、引き継いだ。 

先代が取り組んでいた水耕栽培は、当時国内に実績がほとんどなく手探り状態であったが、

栗田氏が引き継いで以降、環境制御装置や自動化装置（ロボット）等の先進的な設備を導入し

ながら、生産性を向上した。 

特に培養液管理については、データに基づく制御装置を自ら開発するなど、独自の取り組み

を数々行っている。 

 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

ハウスの概観                ミツバ水耕栽培 

ロボット化や先進的 GAP の取組を通し、高効率で高品質なミツバを生産 

＜⑤ 有限会社育葉産業:大分県豊後大野市＞ 
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（３）施設設備の設計・運用上の工夫 

栽培施設は鉄骨ガラス温室で、東海物産に設計・施工を委託した。 

水耕栽培設備は M式水耕製で、その他に、暖房機（ネポン製「グリーンソーラ」）と CO2施用

装置（ネポン製）を導入している。 

 

 
 

育苗や定植、移植の工程を自動化することで、省力化による人件費の削減を図っている。特

に、定植後の高密度栽培パネルから、栽培後期の低密度栽培パネルへの移植作業は非常に労力

がかかるが、その工程を自動化することで人件費削減と生産性向上を実現している。 

 

 
 

  
水耕栽培設備（DFT 栽培）       暖房機及び炭酸ガス発生機（ネポン製） 

    
自作の種子処理機（乾燥・攪拌）       播種装置         播種後のトレー 
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温室内の中央通路のみを作業者動線とし、そこから移動式栽培装置を通路の両側に配置して

いる。栽培パネルは水耕ベッドに浮かせ、定植時は中央通路から奥に向け押し出し、収穫時は

ロープを使って奥から手前に引き寄せ回収している。このことで作業者の移動を減らし、労力

削減につながっている。 

 

 
 

なお、平成 4年に現在の施設を建設した際、県の補助金や JA の近代化資金等を活用した。 

 

（４）生産管理・栽培管理における工夫 

栗田氏は、電機メーカーでのシステム構築などの業務経験を活かし、温室内の環境制御のシ

ステムを自ら開発し、運用している。 

環境制御用のシーケンサーは三菱電機の MELSEC を用いている。温室内外の各種センサーから

得られる、温度、養液 EC・pH、風向、風速、日射、降雨量等のデータを管理用 PCに蓄積し、そ

れらのデータをもとに天窓・側窓の開閉や培養液制御など、一元的に自動制御している。 

播種から収穫までの栽培日数に関するデータを蓄積しており、それを用いて栽培日数を予測

している。また市況から逆算した出荷日・出荷量と合わせることで、収益を最大化するための

 
自動移植機（栽植密度の高い奥のトレーから密度の低い手前のトレーへの移植を行う） 

   
移動式栽培装置（育葉産業提供）         ロープを使った収穫作業 
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播種日や播種量を割り出している。さらに、生産量の平準化・安定化を実現し、計画出荷も行

っている。なお予測は Excel で行っており、その他にも農薬の散布実績なども記録・管理して

いる。 

栽培の前半では栽培密度の高いパネルで栽培し、作物が生長した段階で栽培密度の低いパネ

ルに移植することで、生産性を約 2割向上させている。年間出荷量は、約 21 万 7000 ケース（10

束／ケース）で、周年栽培を行っている。 

培養液管理に関しては、EC や pH を計測し、管理用のパソコンでグラフ表示しながら、追肥の

タイミングや培養液調整の判断を行っている。EC が目標より低く pH が目標より高いときは複

合肥料を追肥し、EC が目標より高く pH が目標より高いときは硝安のみ追肥を行う。追肥操作

も、管理用 PCから遠隔で行っている。 

 

 

 

養液内の肥料濃度をもとに適切な培養液調整を行うよう、ベストブレンド量的管理版という

配合計算プログラムを大分県農林水産研究指導センターと共同開発し、利用している。 

これは、培養液分析（JA全農に委託）結果をもとに、栽培ステージに合わせて必要な液肥の

量を計算するもので、Excel で作成されている。 

初期処方用ベストブレンドは日本養液栽培研究会のホームページからダウンロードすれば誰

でも利用可能であるが、量的管理版は正式リリースはされていない。詳細は、大分県農林水産

研究指導センターに問い合わせが必要。また、きめ細かい培養液管理により、品質の均一化や

生産性向上、環境負荷の軽減も実現している。 

平成 15 年の農薬取締法改正に先立ち、残留農薬の分析を実施したことをきっかけに、JGAP を

取得した。一番の目的は、自分自身が安全なものを生産・販売していることの根拠を作るため

である。 

同社は、従前より、根拠に基づく安全な生産に対して意識的に取り組んできた。工程分析表

の作成や、それによってリスクの見える化を行う等、GAP 取得に向けた素地はあった。施設内で

の衛生管理や、整理整頓にも以前から気を配っており、職員への意識付けにも取り組んでいる。 

 

  
培養液の EC 及び pH のモニタリング         液肥混入用ポンプ 

        （写真は育葉産業提供） 
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洗面台での手洗いの励行         併設のトイレには専用のスリッパを用意 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  
出荷調整場の蛍光灯は、割れた時のガラス飛散防止のためにフィルムで保護 

農薬は別途固形容器に移し替え、 
農薬保管用の冷蔵庫で整理整頓 

施設への進入時は、トレーに入った 
次亜塩素酸ソーダで靴裏を消毒 



63 

 
 

課題は、職員の一つ一つの行為までモニタリングできないために、生産工程における各職員

の衛生管理等に関する実施状況を検証できないことである。一方で、「今日の気づき」として職

員が感じた日常のヒヤリハットを各自で記帳する取り組みも行っているが、基本的には「ヒヤ

リハットはなし」という記入がほとんどである。 

そうした中で、少しでも職員の意識向上を図るために、日頃から「（このミツバが）あなたに

とっては 100 のうちの 1 かもしれないが、お客様にとって 1 のうちの 1 である」ということを

職員に伝えるようにしている。 

 

（５）組織体制・労務管理・人材育成の特徴 

地域の人口減少などを背景に、担い手不足が課題となっている。生産段階では自動化により

省力化が進んでいるが、収穫・調整段階では自動化が難しく、全てパートが行っている。 

パート雇用は、地縁などのつながりからお願いすることがほとんどであり、その他には民間

の求人誌へ募集を出している。ハローワークは活用していない。 

また、後継者の育成も課題である。経営者となる人材を育成するためには、就農時から栽培

管理者、農場長、経営者といったきちんとしたキャリアパスを描き提示することが重要である。

しかし、規模がそこまで大きくない現状ではなかなか難しいと感じている。 

 

（６）エネルギー活用における特徴 

現在のエネルギー源は、電気と重油を活用している。電気代は年間 300～400 万円程度で、重

油代、ガソリン代で 600～1,000 万円程度である。 

高圧受電の場合、その月と過去 11ヶ月の最大需要電力（デマンド値）の中で最も大きな値が

基本電力の計算に使用される。そのため、電力会社から送られてくる需要電力量からデマンド

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

冷蔵庫に添付された各種マニュアルや、4S の表示 

①緊急時対応マニュアル 

②組織図・作業資格者リス

ト 

③調整室内業務終了時の確

認事項リスト（「明日への

準備」） 

④調整包装作業マニュアル 

⑤作業時の注意事項リスト 
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の予測を行い、ピーク時には強制的にポンプを停止するようにすることで、デマンド値を自動

的に下げ、電力料金を節約している。これらのシステムも自身で構築している。 

なお原水は井戸水を用いているため、水道代はかからない。 

 

（７）その他経営上の特徴 

販路は、ほぼ 100％農協向けの出荷である。近くの選果場までは自分で運んでいるが、それ以

降の物流は農協が担っている。独自でチェーンストアや直売所に販売するとしても、物流コス

トや手数料等を考えると、農協や市場に対して手数料を支払い、販売を委託した方が効率的で

ある。また料金回収等の手間もないため利便性が高い。 

出荷形態は、十数本～数十本のミツバを束にしてパック詰めして出荷するが、ミツバには大

きさや重量等に関する規格がない。そこで、需要が逼迫したときなどは 1 パック当たりのミツ

バの重量を微調整して対応することができる。 

産地全体の出荷量や出荷単価についての過去の公開データをもとに、単価の高い時期に出荷

量を増やすように計画生産する。収益性を向上させている。 

また、予定出荷量や生産工程、安全管理、地域の病虫害発生状況等に関する情報は、なるべ

く全て市場関係者（せり人等）等に共有するようにしている。情報を公開し、リスク発生時の

対応（虫発生時の代替え対応等）についても事前に情報共有しておく。流通側も安定した仕入

れ管理ができるため、その分の付加価値を乗せた価格で買い取ってもらえる。トレーサビリテ

ィの仕組みを作り、クレーム対応なども最小限の労力で対応できるようにしている。 

コストに関しては、人件費が 4割強と最も高い割合を占めている。なお人件費の 6～7割は出

荷調整作業にかかっている。 

エネルギーコストは、電力料金の最適なプランを選んで 1 割弱に抑えている。種・資材費は

2割程度である。種子は国産のものを用いているが、資材については、生産性向上や品質の均一

化のためにある程度コストをかけ、質の良いものを使うようにしている。 

また、農協向けの支払手数料が 14％程度であるが、その分、物流輸送費を 1割未満に抑えて

いる。 

 

（８）今後に向けて 

今後は、レタスなどミツバ以外の品目で、カット野菜に取り組みたいと考えている。その際

は、HACCP への対応が課題と感じている。 
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⑥ 有限会社スウェデポニック久住：大分県竹田市 

 

 

（１）基本情報 

栽培開始年 平成 9年 

栽培品目と栽培実面積 
ハーブ類：5,000 ㎡ 

葉菜（ホウレンソウやミズナ等）：2,000 ㎡ 

その他面積 － 

農地転用・建築確認の有無 農地転用なし 

雇用者数 常時雇用 4名、パート 6名（ピーク時臨時雇用 15 名程度） 

主な導入設備 
スウェデポニック製「栽培装置」、プリバ製「環境制御装置」、ナ

トリウム灯（補光用） 

主なエネルギー源 電気、重油 

原水 井戸水、農業用水 

生産実績 
ポット栽培：年間 73 万ポット（年約 10 回転） 

カット・袋詰め出荷：年間 1.2 トン 

 

 

 

（２）事業の経緯  

同社は自動化の進んだ「スウェデポニックシステム」に先進性を感じ、設備として導入した。

レタスやホウレンソウ、パセリ等を無農薬栽培していたが、アブラムシ被害の発生や、レタス

等の野菜における需要変動が大きいこと等を背景に、栽培開始 5年目にハーブの栽培を始めた。 

設備導入の際は、費用の約 3 分の 2 を国や県、市からの補助金を活用し、残りを日本政策金

融公庫から借り入れた。借り入れの際は、スウェデポニックに保証人となってもらったため、

金利の優遇などを受けることができた。 

 
ハウスの概観 

大手食品会社と連携したマーケティング・販路開拓により、安定的需要を確保 

＜⑥ 有限会社スウェデポニック久住:大分県竹田市＞ 
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スウェデポニックシステムは、ピートモスを培地としたポット栽培を行い、収穫後もポット

のまま出荷を行う栽培形態である。平成 6 年頃からのガーデニングブームに乗って、ポット形

態での販売に注目が集まり注文が殺到した。ポット栽培で差別化を図りつつ、販路や生産規模

はそこまで大きく拡大せずに、価格下落を避けながら出荷量を適度に調整し、現在も毎年安定

的な出荷を維持している。 

 

 
 

近年はパクチーやルッコラ等の需要が高まっているため、それらの栽培も行っている。 

以前はスーパー等に自ら卸していたが、10 年ほど前から、食品会社と年間契約を結び、スー

パー等へ卸すようになった。 

 

（３）施設設備の設計・運用上の工夫 

ハウスの建設に関しては、千代田工販が元請けとなり、大分市のセア設計工房が設計を行い、

静岡の山本産業が建設を行った。設計の際は、導入するスウェデポニックシステムの設備の規

格に合わせて、外側のハウスの規模などを設計していった。 

栽培装置等、スウェデポニックシステムに関連する設備は基本的にスウェデポニックから納

入している。環境制御盤はプリバ製を導入している。 

暖房機は海外製を使用しているが、暖房と CO2 施用装置を両方備えかつハウスの規模に合っ

た規格の暖房機ではなかった。海外製では個別のニーズにあった暖房機の導入に当たりコスト

面で採算が合わず、代わりに県内の設備メーカーが製造することになり、現在開発を進めてい

る。 

空調に関しては、空気の流れを計算しながら、より効率的な空調の配置や向きなどを作り出

している。 

  

 
ハーブのポット栽培 

出典：スウェデポニック久住ホームページ（http://allkuju.net/swedeponic-2071.html） 

[2018 年 3 月 12 日時点] 
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（４）生産管理・栽培管理における工夫 

栽培装置には、「スウェデポニックシステム」を導入している。スウェデポニックシステムは、

スウェーデンで開発されたシステムで、定植から収穫までを自動で環境管理を行うシステムで

ある。ポット内で播種・育苗（播種から発芽までは 1日～1週間）をし、長さ 6m のガッターに

あらかじめ決められた配列に配置した上で、1 方向に動くレーン（長さ 110m）上に載せる。作

物の生長段階に合わせてガッター間の間隔を自動で調整しながら、レーン上を移動する。移動

距離は 1 日約 5 メートルで、収穫適期（夏であれば 28 日程度、冬であれば 40 日程度で収穫）

になると、レーンの終着点で収穫を行う。 

 

 

 

 

 

施設内には全部で 8 本のレーンがある。製品は、レーン上を移動しながら、ガッターに自動

的に給水するようになっており、それをポットの底面から給水する。 

作業者の動線は定植側と収穫側の 2 つのラインとなり、定植から収穫までの作業はない。ま

た、毎日播種・定植・収穫を繰り返している。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

自動播種機                 発芽室内の様子 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ガッター上に配置されたポット         ガッターが移動するレーン 
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出荷形態はポットが主である。ポット販売を行うことで、安定した価格で出荷することがで

きている。ポット販売自体が差別化になり、スーパーの中での置き場所も選ばない点が強みと

なっている。さらに近年は、カット・袋詰めして出荷する形態も取り入れ、増やすことで、販

路拡大に取り組んでいる。 

また、過去の栽培の定植から収穫までの日数をもとに、定植時期ごとの生育日数を予測し、

将来の出荷に向けた生産量調整に活用している。 

今後の課題は、物流会社との連携である。販路の 6～7割が首都圏や北海道などの東日本であ

り、航空便による輸送が主であるが、消費地に届くまでに 2 日は要する。その間の品質管理を

より適切に行うためには、輸送中の温度のモニタリングなどを行う必要があるが、これまでは

物流会社側からなかなか協力が得られなかったが、改善に取り組んでいる。 

認証に関しては ISO9000 を取得していたが、現在は JGAP を取得するための準備を開始してい

る。 

 

（５）組織体制・労務管理・人材育成の特徴 

収穫に労力を必要とするため、パートを雇用しているが、人手不足の解消が課題である。募

集は主にハローワークを通じて行っており、地域の主婦の方からの応募が多い。地域の NPO 法

人を通じて、障害者の雇用も行っている。2日に 1回の勤務体系で出勤し、施設の片付けなどを

担当している。 

近隣の農家や、建設業など、繁閑のある業種から人材を募集しながら、兼業の形で自社雇用

し人材育成につなげている。 

さらに今後は、本人の希望に応じて、徐々に任せる仕事の範囲も大きくしながら、最終的に

は施設を任せられる人材を育てたいと考えている。 

 

（６）エネルギー活用における特徴 

温度管理に関しては、大規模施設のため、暖房経費として重油代が年間で 800 万円から 1,000

万円程度かかってしまう。 

電気代としては、補光用に 5000 ㎡の施設全体に導入したナトリウム灯が最も電気代がかかる

 
収穫したポットを出荷場へ移送する 
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ため、なるべくピーク時の利用を避けながら、電力の基本料金が上がらないように注意してい

る。 

 

（７）その他経営上の特徴 

販路は首都圏が主で、北海道を含め東日本向けが多く、東日本が 6～7 割、西日本が 3～4 割

程度である。 

10年ほど前、大分県の紹介をきっかけに食品会社を出荷先としてスーパー等へ販売している。

食品会社が仲介することで、スーパーとの間の出荷調整や、新規営業、物流面等様々な支援を

一括で委託することができており、経営の効率化に大きく貢献している。食品会社を通した販

売量は年 20%のペースで上昇傾向にある。 

出荷調整に関しては、食品会社への周年出荷を行う中で、食品会社が立てた時期ごとの需要

見通しに基づき生産量をコントロールし、ロスを削減している。具体的には、2 ヶ月ごとに食品

会社と打ち合わせを行い、2ヶ月先の出荷量を予測した上で、生産量を調整している。 

また、スーパー等における売り方の提案にも強みがあり、イベント需要への対応や、パッケ

ージングや食べ方の提案等、幅広く販促を担ってもらっている。 

物流コストについては、航空便を使用するため割高であるが、台風や積雪での運休以外は遅

延等のクレームは発生していない。延着荷物の問い合わせなどが無いので、作業効率や人的拘

束時間が無く安心できる。 

食品会社への出荷量を増やすに当たって、既存の売り先に対する説得に苦労した。そこで、

ポット出荷のハーブを苗ではなく食品として認識してもらう売り方や、パッケージ等の販促面

での提案力等、食品会社の強みをスーパーへ伝えることで説得してきた。 

一方で、市場向け販路の開拓にも取り組んでおり、関西の市場と価格交渉をしながら、契約

栽培で年間出荷に取り組んでいる。 

加工食品に関して、地元の食品加工会社と連携し、ハーブを使ったドレッシングの生産に取

り組んでおり、年間 1,000 本程度の販売である。食品加工会社と、販売会社、原料供給者（自

社）で役割分担をして、効率的な生産・販売に取り組んでいる。 

今後の課題は、ドレッシングの種類を増やし、消費者のニーズにこたえていくことである。

一つ一つのドレッシングの生産量が少量となっても、種類を増やすことで差別化を図りたいと

考えている。 

 

（８）今後に向けて 

今後は、乗馬体験など地域の観光資源を持つ事業者と連携しながら、食と健康を起点とした

観光農園に取り組みたい。現状のハーブだけでなく、漢方薬や薬草などの栽培なども検討して

いる。 

また、バジルなどのハーブについては現在週 20～25 キロをカット・袋詰め出荷している。近

年カット需要が高まってきている。生産委託を拡大しながらカット製品の出荷量を増やす予定

である。 
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⑦ 株式会社ビヘクトファーム：大分県 日田市 

 

 

（１）基本情報 

栽培開始年 平成 28 年 

栽培品目と栽培実面積 イチゴ：1,100 ㎡ 

その他面積 育苗棟：1,850 ㎡ 

農地転用・建築確認の有無 農地転用なし 

雇用者数 常時雇用 2名（ピーク時臨時雇用 2 名） 

主な導入設備 
溝田農材製高設イチゴ栽培システム、ネポン製「グリーンソーラ」、

ネポン製「炭酸ガス発生機」 

主なエネルギー源 
電気、隣接するバイオマス発電所の温排水 

※バックアップの暖房用として一部重油を使用 

原水 地下水 

生産実績 イチゴ：6トン／年 

 

 
 

（２）事業の経緯 

社長の長尾氏は、近隣で夏秋トマトの栽培を行っていたが、大分県西部振興局の紹介を受け、

2016 年より日田市天ヶ瀬で操業している「グリーン発電大分」のバイオマス発電所に隣接する

敷地で、発電で生じる温排水を活用した施設園芸を開始した。なお、グリーン発電大分の天ヶ

瀬発電所は敷地面積約 27,000 ㎡で発電規模が約 5,700kW の発電所である。 

当初は同じくトマトの栽培を想定していたが、温排水の温度がトマト栽培に必要な温度（70℃

程度）を満たさず、37～38℃であったため、その温度で栽培が可能なイチゴを品目として選定

した。 

栽培初年度は、大分県の普及指導員（イチゴ担当）のアドバイスを受けながら、地上部・地

下部の双方への加温に発電所の温排水を活用することで、10 アール当たり収量が県平均を上回

る 5.5 トンを達成している。 

 

   
ハウスの概観                ハウス内の様子 

バイオマス発電所の排熱を活用した、循環型農業によるイチゴ栽培を実現 

＜⑦ 株式会社ビヘクトファーム:大分県 日田市＞ 
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（３）施設設備の設計・運用上の工夫 

施設の立地する土地は、借地料も全てグリーン発電で負担している。またハウスの建設費の

約 6 割は国や県等の補助金を活用して整備した。 

ハウスの設計は仲野賢司産業（福岡市）が実施した。高設栽培の設計や、温水による加温シ

ステムの導入に関しては、大分県の普及指導員（イチゴ担当）のアドバイスを受けた。 

バイオマス発電所からはパイプを通して温排水を引き、ハウス内のタンクに貯蔵して、ハウ

ス内の温度管理や培地温の管理に活用している。バックアップ用の暖房として補助的に重油ボ

イラーも導入しているが、初年度はほとんど使用しなかった。 

 

 

 

CO2施用機は、タイマーにより 1 日 2～3 回程度稼動させ、CO2濃度を 800ppm 程度に維持する

ようセンサーにより調整している。また、イチゴの生育の均一化を目的に、電照目的のランプ

も導入しているが、初年度の栽培では 4～5 日間程度、23 時以降に 3 時間ほど利用した程度で

ある。 

 

 

     
発電所からの送水パイプ         温排水の貯水タンク 

 

    
CO2制御盤及び施用機           電照用ランプ 
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（４）生産管理・栽培管理における工夫 

温排水を高設ベンチの培地加温と熱交換機（ネポン製グリーンソーラ）によるハウス内暖房

に利用している。培地の加温は、センサーによって計測される温度が一定温度（13℃）を下回

った場合に、温湯管に自動で送水し行われる。温水は培地の加温に優先的に用いられている。 

 

 

 

培地内加温と、グリーンソーラによる加温によって、栽培期間（12 月から翌年 6 月頃まで）

を通して常に培地内・ハウス内を「春の気候」に保つようにしてあり、10アール当たりの生産

量が 6トン程度と県内でも高いレベルの生産性を実現している（県内平均生産量は 10アール当

たり 4～5トン程度）。 

一方で、その他の栽培管理に関して、高設栽培の培地は水はけが良いために、排水をしすぎ

ると生育不良となることが多かった。現在は排水量を調節しながら収量向上に取り組んでいる。 

品質管理面では、食味の向上と土壌病害予防のため、有機質肥料のみを用いており、微生物

資材として松本微生物研究所のオーレス G を使用している。また、苗は主にメリクロン苗を購

入しているが、一部自家育苗を行っている。品種は「紅ほっぺ」である。 

 

（５）組織体制・労務管理・人材育成の特徴 

2016 年の操業開始～現在までは長尾氏と息子の 2人で栽培を担い、収穫等繁忙期にパートを

雇用している。パートは以前のトマト栽培のときの雇用者にお願いしている。ただし早朝の収

穫は自身と息子の 2人で行い、その結果収穫が間に合わないこともあった。現在の経営規模は

人を新たに雇用するには中途半端であり、イチゴの冬期栽培だけでは通年の雇用計画も立てら

れないため、正社員の雇用にはまだ踏み切っていない。 

こうした課題に対して、現在は別法人で運営しているトマト栽培とビヘクトファームを一本

化した上で、通年の雇用計画を立てられるように検討を進めている。労務管理面に関しては、

県の普及指導員等から適宜アドバイスを受けている。 

 

    
温湯管による地中部加熱           室内加温用グリーンソーラ 
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（６）エネルギー活用における特徴 

温排水を活用した温度管理により、エネルギーコストを削減している。温排水自体は、発電

所より安価で提供してもらっている。一方で補助的に導入している重油ボイラーはほとんど使

用せず、温排水で賄うことができた。 

光熱水道費がコスト全体に占める割合も 1 割を下回ることができ、経営収支上大きなメリッ

トを得ることができた。 

 

（７）その他経営上の特徴 

販路に関しては、出荷先の 7 割が地域の直売所である。市内の大山町にある「木の花ガルテ

ン」へ直接卸しており、そこを経由して福岡等近隣にある「木の花ガルテン」の直営店へ輸送

され、販売される。 

その他としては、JAの他に、博多大丸に日田市のアンテナショップがあり、来年度からはそ

こへも販路を拡大していく予定である。化石燃料を使わない環境にやさしいイチゴとして販売

していく予定である。 

 

（８）今後に向けて 

今後は、環境に配慮した循環型農業によるブランディング・高付加価値化や、生産規模の拡

大、またイチゴ狩り等の観光農園にも取り組む。特に、循環型農業による高付加価値化に関し

ては、県の担当者等とも検討を進めている。 
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４．２．地方公共団体 

① 栃木県 

 

 

（１）県として力を入れていきたい品目 

栃木県は、現在 2,700 億円強ある農業生産額を、今後 10 年で 3,000 億円に延ばすことを目指し

ている。その中で伸びしろのある分野として園芸作物（野菜・果樹・花き）をターゲットとし、

「園芸大国とちぎづくり」の推進を掲げ取り組んでいる。 

平成 28 年に県が策定した「栃木県農業振興計画 2016-2020『とちぎ農業“進化”躍動プラン』」

においても、技術力の高いイチゴやトマトの生産基盤の強化を図りつつ、新主力品目としてニラ、

なし、アスパラガスを育成していくことを掲げている。 

 

（２）目標とする経営の姿（経営規模等） 

経営規模としては、販売額で１億円を超える「1億円プレーヤー」を作っていくことを目指して

いるが、その面積規模は、品目にもよるが、1ヘクタール強程度を想定している。後述するスーパ

ーコーチ派遣事業も、1億円プレーヤーの育成を念頭に推進している。 

なお、栽培方法については、土耕、養液土耕、養液栽培等特定の方法を推進していくというよ

りは、いかにして収穫期間を延ばしていくかに注力する方向性を持っている。 

 

（３）生産基盤の強化に向けた取り組み 

① 取り組みの方向性：労力削減を通した経営力の向上 

平成以降の農業者数や栽培面積の減少傾向を踏まえ、県としても今後は分業化や外注化の促進

による労力削減・コスト効率化に力を入れていきたいと考えている。 

特にイチゴ栽培向けにパッケージセンターの整備・利活用の促進を図ることで分業化を支援し

たいと考えている。 

一方で、パッケージセンターの整備は、それを担う農協にとっては人手不足のためメリットが

ないことが課題であるが、そのためまずは小規模での整備、複数品目の組み合わせによるパッケ

ージング、その周年稼動、また県内の営農集団や集落営農をしている稲作農業者への出荷調整業

務の外注による冬場の業務の提供など、いくつかの方策を検討している。 

その他、作業動線の効率化などによる労力削減も推進する予定である。例えば、イチゴのパイ

プハウス等は、換気のための開閉作業等の無駄な作業が発生するため、ハウスの構造としては鉄

骨ハウスに将来性があると考えている。 

 

② 品目別の取り組み 

イチゴやトマトの生産基盤の強化に関しては、ICT を活用したハウス内の環境制御や出荷予測

等による生産力の向上、周年出荷生産体制作りの推進、経営管理や人材育成分野等の選果の活用

による生産効率の改善と生産性向上に取り組んでいる。 

  

園芸王国として、技術や経営の側面から“1 億円プレーヤー”の創出を支援 

＜栃木県＞ 
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図表 ４-3 ICT 等先端技術を活用した次世代型モデルのイメージ 

 
出典：「栃木県農業振興計画 2016-2020『とちぎ農業“進化”躍動プラン』（平成 28 年 3 月）」 

 

図表 ４-4 知識・技能を持つ高度な専門家の活用のイメージ 

 
出典：「栃木県農業振興計画 2016-2020『とちぎ農業“進化”躍動プラン』（平成 28 年 3 月）」 

 
新主力品目の育成については、ニラやアスパラガスに関しては、出荷調整が容易な品種の導入

や、ハウスへのウォーターカーテンの設置促進を通して、収穫回数の増加・生産性の向上を図っ

ている。 

 

図表 ４-5 ウォーターカーテン利用による「ニラ」の収量向上 

 
出典：「栃木県農業振興計画 2016-2020『とちぎ農業“進化”躍動プラン』（平成 28 年 3 月）」 
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具体的事業① とちぎの園芸活力創造総合推進事業「いちご王国基盤強化事業」 

主力品目であるイチゴの競争力強化に向け、生産拡大や品質向上、周年供給力の強化、大規模

生産拠点の整備、苗生産供給体制強化整備等に取り組んでいる。 

その中でスカイベリーの事業では、糖度等の品質を安定化するために、環境制御システムを導

入し、データの見える化を進めている。具体的には、14件のモデル農家に対して農業クラウドサ

ービス「アグリネット」（ネポン製）を導入して、そこでの環境データを県内約 300 名の農家や

関係者が共有・活用できるようにした。その結果、スカイベリーの平均糖度が上昇（9 度以上）す

るという成果を上げた。 

また、大規模生産拠点推進事業においては、鹿沼市農業公社や、JAはが野において、新規にイ

チゴ栽培に取り組みたい生産者向けに、イチゴ生産の研修を行っている。鹿沼市農業公社では平

成 29年度に 4名募集（実際は 10 名が応募）を行った。来年度はさらに 4名増やす予定である。 

 

具体的事業② とちぎの園芸活力創造総合推進事業「戦略的園芸産地拡大支援事業」 

トマトやニラ、アスパラガス、なし、県が開発したオリジナル品種、地域の特色を活かした園

芸品目等の生産拡大及び収量増加に必要な施設設備を支援する事業。 

ニラに関しては、延べ 213 アールの施設に対して支援を行っており、定植機や出荷調整機の導

入も支援している。現状の 2 年 1 作を 1 年 1 作にすることで、現在生産量日本一の高知県の単収

水準に近づけることを目標としている。アスパラガスに関しては、延べ 296 アールの施設に対し

て支援を行っている。ウォーターカーテンの導入等を支援している。トマトに関しては、環境制

御装置の導入を支援しており、これまで 24件の導入実績がある。 

 

③ 支援分野別の取り組み 

具体的事業① 次世代型園芸モデル育成事業 

農業者、研究者、企業等の関係者による研究会を開催し、先進事例や新技術等の情報共有や参

加者間の相互交流を目的として平成 27 年度から始まった取り組みである。平成 29 年度は、全体

会を 1回、トマト及びイチゴでそれぞれ分科会を 2回ずつ開催した。会員は現在生産者が 60 名程

度で、企業を含めると 100 名弱である。生産者は、イチゴ、トマト、花きの 3 品目から若手生産

者が中心となって参加している。 

主なテーマは環境制御装置の導入・活用である。環境制御装置に関しては、トマトや花きでの

導入が進む一方で、パイプハウスがメインのイチゴ栽培においては、環境データの見える化はで

きていても、制御装置の導入までは進んでいないのが現状である。 

そこで、品目間の生産者同士の交流や、他産地との交流等を図ることで、環境制御装置の理解・

普及促進を図っている。 

今後は、①栃木県としての次世代施設園芸の確立、及び②単収向上とコスト抑制の両立（＝所

得率の向上）をテーマとして取り組みながら、大規模化をそこまで進めずとも売上 1 億円を達成

できるような事例を作っていくことを目指している。 

特に②に関しては、今後収益率を向上させるために、無駄な作業の効率化などによって、規模

と収穫量の拡大に対して労働生産性をいかに向上させるかを課題として取り組んでいく。 

 

具体的事業② 施設園芸スーパーコーチ派遣事業 

1 億円プレーヤーの育成のため、県内の意欲のある生産者に対して専門家講師を派遣し、指導を

行う事業である。 
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過去の受講者数は、平成 28 年度が 30 名（イチゴ 6名、トマト 20名、花き 4名）で、延べ派遣

回数が 64 回、平成 29 年度は 47 名（イチゴ 11 名、トマト 21 名、花き 15 名）で、予定延べ派遣

回数は 99回である。 

 

平成 29 年度の講座内容は、以下の 5講座である 

「①最先端の環境制御技術」では、誠和の齋藤章氏を講師とし、環境制御をよく知らない生産

者を対象に、座学形式で環境制御技術や植物生理について講義を行いながら、ハウス内の温度・

湿度・飽差等の環境を見える化し、モニタリングすることの重要性を伝えている。これまでの受

講者の中には、受講後実際に環境制御装置や、CO2施用装置を導入したという生産者もいる。 

「②オランダの先進的な栽培技術」では、デルフィージャパンのデニス・ステーンチェス氏を

講師として、受講者の施設へ直接派遣し、年 5 回まで個別指導を行う。既に環境制御装置を導入

している生産者が対象であり、時期に合わせた温度設定、養液管理等に関して、施設の状況に応

じて具体的に問題の指摘や改善方法の指導を行う。オランダの栽培技術を、日本版にアレンジし

た上で土耕栽培向けにも指導を行っている。 

「③高収益経営のノウハウ」では、ゆめファーム全農技術主管の大山寛氏を講師として個別生

産者へ年 4 回派遣し、講師自身のこれまでの経験（生産量をどのように拡大してきたか、パート

作業等人的資源をどのように管理してきたか等）を伝え、受講者の相談に乗りながら、経営者と

して求められるマインドを指導する。 

「④大規模施設園芸経営の発展」では、サラダボウルグループの田中進氏を講師として、講師

のこれまでの経験をもとに、次世代型の栽培技術や経営手法について集合指導を行った上で、受

講者一人当たり 30分の個別指導を行う。個別指導の中では、従業員のモチベーション維持のため

に、人事権や予算権の付与、給与体系やキャリアのステップアップに関するビジョンの提示など、

雇用維持の方策が採りあげられていた。 

「⑤人事・労務管理」では、過年度の受講者からの要望が多く、平成 29 年度から導入された。

神戸学院大学准教授の千田直毅氏を講師として、労務管理の基礎や人材定着に向けたマネジメン

トについて座学・グループワーク形式で指導する。グループワークでは、各受講者が自身の労務

管理に関する経験や悩みを共有し、見直すプロセスを取り入れている。 

受講者からは、パート従業員の育成に関しての悩みがよく挙がっており、それに対する講師の

アドバイスは、パート従業員もただ雇用して作業を依頼する相手ではなく、育てていくべき人的

資源であるというマインドの重要性が指摘されていた。 

なお、実際の研修には普及指導員も一緒に参加し、ノウハウもそこでつかむことができるよう

にしているため、普及指導員の資質向上にもつながっている。 

今後の展開としては、新たに作業改善分野の講座設置や、また栽培技術指導の講師の花きやイ

チゴへの拡大などが検討されている 
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（４）県内の優良事例：ゆめファーム全農 

栃木県栃木市では、JA 全農が平成 26 年にトマトの安定生産、多収を目指すための実証施設と

してゆめファーム全農を設置し、実証栽培に取り組んでおり、10 アール当たり 40 トンという収

穫量を実現している。 

長期多段取り養液土耕栽培によりトマトを栽培し、5mの高軒高ハウスにおける生長点上部の空

間確保、特殊なフッ素フィルムによる冬期や高温期の受光環境改善、ICT クラウドと複合環境制御

装置の活用など、最新の技術を採用しながら実証栽培を行っている。 

 

 
 

① 生産管理・栽培管理の特徴 

培養液管理においては、土耕栽培における基肥に加え、液肥による追肥を行っている。そこで

用いられる液肥は、定植前に実施される土壌分析の結果を踏まえ、圃場土壌中の肥料成分含有状

況に応じて配合される。適切な培養液管理によって、溶液土耕栽培と比較して肥料代の削減につ

ながっている。 

栽培品種に関しては、全農や種苗メーカーと連携しながら品種開発に取り組んでいる。試験品

種ごとに収穫量や作業量、品質保持、食味などを試験し、種苗メーカーにフィードバックしてい

る。試験の結果市販に至った品種もある。 

 

② 施設設備の設計・運用上の工夫 

圃場の畝の間に自作のレールを設置し、その上を台車に乗って移動しながら作業を行うことで、

高軒高ハウスで調整、収穫、防除等を行う際の移動時間を削減し、作業効率化を実現している。

移動するための台車も、速度調整可能な自動運転であり、高さもトマトの生長点に応じて調節で

きるように設計しており、無駄な移動、無駄な作業をなるべく削減するようにしている。防除に

関しては、農薬散布機に車輪を装着しレール上を移動させながら農薬散布を行うことで、省力化

や高い防除効果を発揮している。 

ハウスの設計は、元々今後の規模拡大も想定し、棟を延長できるトラス構造の設計となってい

る。技術主管の大山氏によると、新規に次世代型施設園芸を導入する場合も、なるべくハウス設

計の段階で今後の規模拡大を見据えた設計とすることは重要だということである。 

  

 
ハウス内の様子 
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③ 作業管理・労務管理・人材育成上の特徴 

従業員の作業計画は年間、週次、日次と段階的に作成しており、日々の作業計画については、

作業場にあるホワイトボード上で共有し、毎日朝礼で確認するようにしている。週単位での作業

管理に関しては、毎週週報を作成しており、データや文書によるナレッジシェアを行っている。 

また、栽培データや労務データを分析し、労働生産性分析や栽培マニュアルの作成に活用して

いる。週報の情報などは、地域の若手農家による勉強会などで発信も行っている。 

 

 
  

        
畝間に敷かれたレール 

 
ホワイトボード上での作業管理 

レール上を移動する台車 

及び速度調整装置 



80 

大山氏によると、労務管理に関しては当初パート作業者の定着が課題であったが、長期多段取

りの導入によって周年雇用が可能となり改善が図られたということである。従業員によって、希

望する収入や働き方も異なるためそれぞれに柔軟な業務を提供することも重要である。 

人材育成に関しては、地域の若年層向けの研修として農業大学校と連携した研修も行っており、

地域としての人材のレベルアップに向け取り組んでいる。特に新規就農者に対しては、ステップ

アップの考え方を根付かせることが重要であると考えており、将来自分がどのようなトマト栽培

経営体になるかの絵を描かせ、それをサポートするためにスタート時にはなるべく失敗させない

ように導くことに注力している。 

 

④ 高度環境制御・データ活用に関する特徴 

ネポン製の環境制御盤を導入し、高度環境制御技術の改善にも取り組んでいる。 

例えば、CO2施用に関して、600ppm 帯の高濃度を維持するためには相応の燃料代を要するため、

アグリネット（ネポン製）のシステムを活用し、天窓の開度に併せて 400～600ppm の範囲で濃度

の設定を調節しながら、収穫量に与える影響を分析している。 

地下部のモニタリングについても実証的に取り組んでおり、土壌中に埋め込まれたセンサーに

よって地温や EC 等のデータをモニタリングし、収穫量への影響を分析している。こうした地下部

のモニタリングには地域でまだ取り組んでいる農業者もいないため、センサーの埋設位置などに

も基準がなく、試行錯誤を重ねている。 

 

 
  

 
施設上部の空気を圃場の地下部へ送る装置 
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⑤ エネルギー活用に関する特徴 

施設内の廃熱を活用した地中の加温にも実証的に取り組んでいる。施設上部の空気（25℃程度）

を集め、地中に通したパイプに送ることで地温を上げ、収穫量への影響を試験している。 

 

⑥ 今後に向けて 

次世代型施設園芸においては、生産性や収益性の向上のためにいかにして総合力を発揮するか

が重要であり、一つ一つの工夫の積み重ねを重視している。 

栃木県は、日射量や平坦な地形、台風の被害も少なく、消費地である首都圏から近いことも踏

まえると、大規模経営体の育成に重点的に取り組むべきであるし、そのためにゆめファーム全農

としても収益性の高い農法をパッケージとして開発・展開していきたいと考えている 
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② 高知県 

 

 

（１）県として力を入れていきたい品目 

高知県では、「第 3期高知県産業振興計画（平成 29 年 7 月改訂）」において、地域で暮らし稼

げる、若者にとって魅力のある農業を目指し、①生産力の向上と高付加価値化による産地の強化、

②中山間地域の農業を支える仕組みの再構築、③流通・販売の支援強化、④生産を支える担い手

の確保・育成、⑤地域に根差した農業クラスターの形成、の 5 つの柱を掲げ振興に取り組んでい

る。 

「柱①生産力の向上と高付加価値化による産地の強化」に関して、オランダの環境制御等の先

進技術を、高知の気候条件やハウスの構造、栽培品目などに合わせて改良を重ね、「次世代型こ

うち新施設園芸システム」として進化させ確立し、普及を図っている。 

第 3 期高知県産業振興計画では、こうした「次世代型こうち新施設園芸システム」の普及推進

に関して、導入 7品目 （ナス・キュウリ・ニラ・ピーマン・ミョウガ・シシトウ・トマト）の出

荷量を、平成 26 年の計 79,355 トンから平成 37 年には計 11.3 万トンまで増加させることを目標

としている。また次世代型ハウスの整備累計面積は、同様に平成 28 年の 20.4 ヘクタールから平

成 37年には 201 ヘクタールまで拡大することを目標としている。 

 

図表 ４-6 施設園芸主要 7品目における生産量の推移 

 
出典：高知県提供資料より作成 

 

（２）目標とする経営の姿（経営規模等） 

支援対象となる事業者の規模層としては、①大規模施設園芸団地の整備による県内農業を牽引

する経営体の誘致、②意欲ある農業者の規模拡大による県内農業の中核となる経営体の育成、③

既存型ハウスへの増収効果の高い環境制御技術の導入を通した県内農業生産を下支えする力強い

家族経営体の育成、と経営規模や高度環境制御技術の導入状況に合わせて県内事業者を 3 層に分

け、それぞれ想定する栽培方法（土耕、養液、ハイワイヤー栽培）に応じて支援を行っている。 
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＜② 高知県＞ 
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図表 ４-7 次世代型こうち新施設園芸システムのイメージ 

 
出典： 『農業の未来を開く！「次世代型こうち新施設園芸システム」』 

2017.1.26 平成 28 年度次世代施設園芸フォーラム in 高知 

 

「柱⑤地域に根差した農業クラスターの形成」では、次世代型ハウスによる施設園芸団地を核

とした関連産業の集積によって「地域に根差した農業クラスター」の形成とより多くの雇用創出

を図っている。 

クラスターの販売規模に応じて形成数の目標を設定し、次世代型ハウス等の整備や地元と協同

した企業の農業参入を支援・推進すると共に、食品加工、物流、直販所、レストランなど関連産

業との連携推進を行っている。 

 

（３）生産基盤の強化に向けた取り組み 

① 取り組みの方向性：次世代型こうち新施設園芸システムの普及推進 

高知県の施設園芸における産地力の維持・強化に向け、環境制御技術を活用した「次世代型こ

うち新施設園芸システム」の普及に重点的に取り組んでいる。 

県内全域、そして全品目の栽培における環境制御技術の普及のため、「環境制御技術普及推進

員」を配置し、JAや篤農家等関係機関と連携しながら、「学び教えあう場」としての現地検討会

等を開催し、技術支援、情報発信、成果の共有を図っている。 

また、環境制御技術の未導入農家への普及と共に、CO2施用や温湿度制御等の環境制御技術や省

力化技術のさらに開発・現場実証にも取り組んでいる。 

この他、環境制御装置を標準装備した次世代型ハウス等の園芸用ハウスの整備や、地元関係者

（県農業振興センター、地元市町村や農業団体等）と協働した企業等の新規参入支援、地域ごと

の園芸農業を核とした関連産業集積による農業クラスターの形成推進等に取り組んでいる。 

 

② 支援分野別の取り組み（品目横断） 

具体的事業① 環境制御技術普及促進事業（環境制御技術の普及に関する支援） 

国の「産地パワーアップ事業」を活用すると共に、県の「環境制御技術普及促進事業」におい

て、環境制御技術を導入・実践するために必要な機器（環境測定装置や統合環境制御コントロー
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ラー、CO2発生機等）のリース導入に要する経費への補助を行っている。 

CO2 の施用に関しては、平成 25 年以降現地実証試験や施用技術マニュアルの作成・配布、普及

推進員による普及活動などにも併せて取り組んでいる。主要 7品目における導入面積は、平成 25

年の 19.9 ヘクタール（導入率 3.0%）から、平成 29 年度には見込みで 234.9 ヘクタール（導入率

35%）に達しており、平成 30年度には 502.2 ヘクタール（導入率 75%）を目標としている。 

 

図表 ４-8 環境制御技術普及広告ポスター 

 
出典： 高知県環境制御技術普及促進事業「環境制御技術のご紹介」 

http://www.pref.kochi.lg.jp/soshiki/160701/files/2015042000305/file_20169132105825_1.pdf 

[2018 年 3 月 12 日時点] 

 
具体的事業② 環境保全型農業推進事業補助金等（生産管理・品質管理に関する支援） 

安全・安心・高品質で選ばれる農産物の効率的な生産のために、環境制御等を活用しながら、

環境にやさしく省力化された IPM 技術（総合的病害虫・雑草管理技術）の開発に取り組むと共に、

「環境保全型農業推進事業補助金」による IPM 技術の導入費用補助等を行いながら普及推進に取

り組んでいる。IPM に関しては、天敵の導入率がナス類で 97％、ピーマン･シシトウ類で 95％（平

成 26年度調べ）と全国 1位となっているなどの実績も残している。 

県内農産物の信頼性を向上させ、品質の高い農産物の産地として選ばれることを目標に、高知

県で策定した GAP「高知県版 GAP（生産者版、出荷場版等の基礎 GAP）」や、国の「農業生産工程

管理の共通基盤に関するガイドライン」に準拠した、その他の GAP 等を取得するため、推進体制

の構築や指導者研修、相談対応等を実施している。 
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具体的事業③ 農業担い手育成センターでの研修活動（人材育成に関する支援） 

次世代施設園芸団地に隣接した敷地に、県の出先機関として「農業担い手育成センター」を平

成 26年より開設し、担い手の育成にも取り組んでいる。 

「農業担い手育成センター」では、インターネットや出張講習会、合宿による体験型研修等を

通して、高知県の農業に関する基礎知識・技術や就農に関する情報を学べるものから、本格的に

農業技術を学ぶ実践研修（就農希望者長期研修）まで、就農に向けて情報収集から基礎・実践技

術の習得までサポートしている。 

この「就農希望者長期研修」では、環境制御による先進技術の研修や、次世代施設園芸団地と

連携した雇用就農向け研修等も実施している。 

 

具体的事業④ 次世代型ハウス・農業クラスター促進事業（施設設備の整備に関する支援） 

次世代型こうち新施設園芸システムを進めるため、「次世代型ハウス・農業クラスター促進事

業」において、オランダ型先進技術を取り入れた次世代型ハウス（概ね整備面積 50 アール以上）

の整備に対して補助を行っている。 

また、県の強みを活かした産業振興・雇用拡大のために、企業の農業参入を地域活性化に資す

る新たな施策として位置づけており、県内農業団体との連携のもと、県内外の企業の農業参入を

支援し、関連産業を集積させた農業クラスターの形成を図っている。 

具体的には、県内企業の新分野への進出等あるいは、全国の農業分野に進出意向のある有力企

業を対象とした誘致において、施設や基盤整備に対して補助を行うことで立地促進を図っている。

2017 年 6月時点の実績では、県内で 7件のクラスタープロジェクトが取り組まれている。 

 

図表 ４-9 高知県内での農業クラスター形成の取り組み 

 
出典：高知県提供資料 

 
 
具体的事業⑤ 園芸用ハウス整備事業（施設設備の整備に関する支援） 

「園芸用ハウス整備事業」では、ハウスの整備や中古ハウスの活用に対する費用の一部を補助

し、施設の増設や高度化による経営改善を目指す農業者の育成と新規就農者等の確保に取り組み、

園芸産地の維持・強化を図っている。  
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③ 福井県 

 

 

（１）県として力を入れていきたい品目 

県が策定する「ふくいの農業基本計画（平成 28 年 3 月改訂）」では、県内農業における今後の

課題の一つとして園芸等の拡大を掲げている。 

県内農業産出額や農業所得の増加のためには、企業的園芸等の一層の拡大や 6 次産業化等の促

進が必要であり、そのための戦略として、生産振興や販路拡大に加え、先進的な園芸に取り組む

人材や企業の誘致・育成等を通じた、県の将来を担うプロ農業者の拡大に取り組むことになった。 

園芸作物の中で、県として今後力を入れていきたいと考えている品目はネギやキャベツ、タマ

ネギなどがあり、施設園芸に関しては、20 数年前に福井県で開発された品種であるミディトマト

を主力としたトマトの生産を重点化していきたいと考えている。なお、平成 29年のミディトマト

の見込み収穫量は 340 トンである。 

 

図表 ４-10 ミディトマトの生産面積・収穫量の推移・生産目標 

 H29 見込み 

面積 11ha 

収穫量 340t 

出典：福井県提供資料より作成 

 

（２）目標とする経営の姿（経営規模等） 

経営規模に関しては、環境制御装置等の ICT を導入した 50 アール程度の施設を大規模施設園芸

として想定し、新規参入者を中心に今後重点的に支援していきたいと考えている。 

 

（３）生産基盤の強化に向けた取り組み 

① 取り組みの方向性：電源地域の立地メリットを活かしたスマート農業の普及 

農業基本計画における重点戦略の一つである「戦略１：競争力のある農産物づくり戦略」の中

では、大規模施設園芸の生産性を高めるため、スマート園芸栽培技術を品目別に開発すると共に、

電気料金に優遇措置のある嶺南地域を、ICT を活用した大規模施設園芸産地とすることで、周年型

大規模園芸ハウスによる安定出荷拡大に取り組むとされている。 

また、同じく農業基本計画における重点戦略の一つである「戦略２：儲かる農業経営者の確保・

育成戦略」においては、高度な園芸技術や経営ノウハウを学ぶ「ふくい園芸カレッジ」を創設し、

嶺南地域を含む新たな施設園芸産地を中心に、即戦力となる人材の育成にも取り組むとされてい

る。 

 

② 支援分野別の取り組み（品目横断） 

具体的事業① 自然光利用型の連棟ハウス整備事業（環境制御技術の普及に関する支援） 

大規模施設園芸の生産性を飛躍的に向上させるため、ICT を活用したスマート園芸栽培技術の

開発に取り組んでいる。現在は、「自然光利用型の連棟ハウス整備事業」において、ミディトマ

電源地域としての立地特性を活かした独自の支援策により、エコでスマートな農業の普及を推進 

＜③ 福井県＞ 
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トに対してスマート園芸栽培技術の導入が進められており、設備導入にかかる費用の補助等を行

っている。また、ミディトマト以外の新たな品目として、イチゴ等における周年栽培技術の開発

にも取り組んでいる。 

 

図表 ４-11 環境制御装置の普及面積の推移[ha] 

 
出典：福井県提供資料より作成 

 
具体的事業② 園芸産地総合支援事業・企業的園芸支援事業（施設設備の整備に関する支援） 

県で取り組む「園芸産地総合支援事業」の中で園芸生産拡大に必要な施設整備経費等を助成し

たり、「自然光利用型の連棟ハウス整備事業」として周年栽培で雇用を取り入れた大規模経営を

行う自然光利用型連棟ハウス整備への助成を行ったりしている。 

また、「企業的園芸支援事業」においては、企業的園芸を目指す農業法人や、施設園芸、植物工

場などで農業参入を図る企業を支援している。企業的経営を行うために必要となる機械や施設、

設備の整備支援、植物工場関連の栽培施設、出荷調整施設、直売施設等の整備への補助に加え、

経営を確立するために必要となるマーケティングや商品開発等にかかる補助等も行っている。 

 

具体的事業③ ふくい園芸カレッジ（人材育成に関する支援） 

新規就農支援施設として、栽培技術や農業経営を一貫して習得できる「ふくい園芸カレッジ」

を新たに創設し、人材育成に取り組んでいる。 

県の関連施設を活用しながら、就農目的に応じて、「新規就農コース」、「プラス園芸コース」

（水稲農家等が新たに園芸に取り組む場合のコース）、「スマート園芸コース」の 3 つの研修コ

ースを提供している。 

  

0.5
1.1

5.2

6.7

9.1

0
1
2
3
4
5
6
7
8
9

10

H25 H26 H27 H28 H29



88 

 

図表 ４-12 「ふくい園芸カレッジ」における地域別の研修施設・受入先 

 
出典：ふくいの農業基本計画（平成 28年 3月改訂）及び福井県提供資料より作成 

※現在は「園芸研究センター」スマート園芸コースの実施拠点となっている。 

 

図表 ４-13 コース別講座の受講者数の推移[人] 

 H26 H27 H28 H29 

新規就農コース 23 30 31 30 

プラス園芸コース 73 75 70 70 

スマート園芸コース － 3 3 4 

出典：福井県提供資料より作成 

 

「スマート園芸コース」では、大規模施設園芸の経営・就業希望者向けに、周年栽培等の高度

な技術研修を実施し大規模施設園芸を実践する農業経営者の育成を行っている。期間は 1年間（8

月～翌年 7 月までの月 1 回程度）であり、福井県園芸研究センター指定の園芸推進品目であるイ

チゴ、ミディトマトについて行われる。定員は 3 名程度で、研修費は無料（教科書代等の実費は

自己負担）である。 

研修内容は、周年栽培技術、CO2制御及び養液管理技術、ICT 技術等大規模園芸施設での栽培技

術を習得する「実践研修」と、園芸作物栽培やスマート園芸を実践するのに必要な知識を学ぶ「知

識習得研修」の 2つの研修に分かれる。講師は福井県園芸研究センター職員及び外部講師が担う。 

  

【ふくい園芸カレッジ】 
○園芸振興センター活用 

 ・施設園芸・大規模露地 

  園芸の経営者の育成 

 

 

 

 

【ふくい園芸カレッジ】 

○園芸研究センター活用 

 ・自然光利用型連棟ハウ 

ス等の経営者および就 

業者の育成 
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図表 ４-14 「ふくい園芸カレッジ」の様子 

  

出典：福井県ホームページ 

http://www.pref.fukui.jp/doc/021500/fukuiengeicollege.html 

[2018 年 3 月 12 日時点] 

 

具体的事業④ 企業立地支援給付金制度・エネルギー研究開発拠点化計画等（エネルギー効率

向上に関する支援） 

福井県においては、平成 23 年度より植物工場も支援対象として企業の農業参入を進めており、

福井県南部の嶺南地域では、電力使用に対する優遇措置が講じられている。 

「企業立地支援給付金」においては、原子力発電所所在地市町または隣接市町における、施設

の新規立地または増設に伴う電力契約の新設または増設に対して、必要な要件を満たした場合に

所定の給付金が原則 8年間支給される。 

また、敦賀市、小浜市、美浜町、若狭町、おおい町、高浜町、南越前町の旧今庄町及び旧河野村

においては、地域によって割引率が異なるが、期限なしで電気料金の割引を受けることができる。 

さらに、福井県では原子力を中心としたエネルギーの総合的な研究開発拠点を目指して「エネ

ルギー研究開発拠点化計画」を策定している。そこで掲げられている産業の創出・育成の一環と

して、民間電力事業者と連携しながら、施設園芸用ヒートポンプシステムを活用した低炭素ミデ

ィトマト通年栽培の研究等を進めており、嶺南地域を中心としたエコ園芸振興拠点化に取り組ん

でいる。  
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４．３．まとめ 

今年度は、次世代型施設園芸の普及推進に向けて、「施設園芸・植物工場でいかにして収益向

上を図るか」という観点から、優良事例を調査した。事業者の取り組みの中には、多くの参考と

なる点があった。ここでポイントを総括する。 

図表 ４-15収益向上のポイント 

項目 収益向上のポイント 

施設設備 

・オランダの施設をパッケージで導入するのではなく、立地環境に合い、安全構造基

準に適合させることが可能な国内企業にエンジニアリング全体を任せる。（北海道

サラダパプリカ） 

・同様の栽培施設で栽培経験のある栽培管理者が設計に関わり、仕様にもこだわる

ことにより、無駄な設備、動線を省く。（JR とまとランドいわきファーム） 

生産管理・ 

品質管理 

・環境制御の各種データと、週ごとに取得する生育データを防除や収量の予測に役

立てる。（JR とまとランドいわきファーム） 

・人工光型では空調を最も重要視し、メンテナンスを密にすることで菌数を抑えつ

つ生長を一定にし、高い歩留まりを維持する。（スプレッド） 

・工程分析表の作成やリスクの見える化を標準化することで、品質管理に対する従

業員の意識の醸成につながった。（育葉産業） 

労務管理・

人材育成 

・役割分担の明確化により施設内の移動を減らす、輸送補助機械を導入するなど、作

業負荷の削減、省力化を行う。（北海道サラダパプリカ） 

・作業量、作業の質について、全従業員共通の目標管理制度を導入し、効率的な作業

を意識付けることで、コストを制御する。（北海道サラダパプリカ） 

・育苗や定植、移植を自動化し、人件費削減と生産性向上を実現。（育葉産業、スウ

ェデポニック久住） 

エネルギー 

・隣接する工場の排熱蒸気を購入し、施設内の暖房に活用することで、エネルギーコ

スト低減する。（北海道サラダパプリカ） 

・試験的に補光用 LED を導入して花の品質向上効果を検証した上で、本格導入した

ため費用対効果に満足。（伸和園芸） 

・隣接する発電所の温排水を安価に購入して活用することで、冬期も重油を使わず

に済み、光熱水道費はコスト全体の 10%以下に抑える。（ビヘクトファーム） 

販路 

・加工、飲食や多様な販売形態を可能とする施設を隣接させ、年間の安定雇用、高付

加価値の商品開発による販売規模を拡大する。（JR とまとランドいわきファーム） 

・市場便に載せないものは、多少価格を抑えても地元に販路を開拓し、取りに来ても

らうことで物流費を削減。（伸和園芸） 

・将来的な花の需要を喚起するため、地元の学校や商店街を巻き込み、消費者が花に

触れる機会を増やす。（伸和園芸） 

・冷蔵トラック便を豊富に抱えているグループ会社の流通に載せることにより、少

ロット・多頻度納品で小売向けに安定供給する。（スプレッド） 

・出荷形態はポット主とすることで、他のハーブの商品と差別化され、安定価格で販

売。（スウェデポニック久住） 

 

施設の機能や設備やエネルギーの活用は、いずれも立地選定時、設計時からの綿密な計画が必

要である。優良事例では、栽培管理の経験者や全体をエンジニアリングできる事業者の協力によ

り、計画通りの機能を施設が果たせることができている。 

また、生産技術や労務管理では、施設の生産能力を最大限に活かすためのデータの活用、メン

テナンス、目標管理が重要だということがわかった。 

販路では、自社だけでなく、グループ企業やパートナー企業との連携により、6 次産業化や多様

なチャネルの開拓を行いつつ、それぞれのチャネルの先にいる消費者を見据えた商品開発を行っ

ていることがわかった。  
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５．参考．調査票 
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